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１．はじめに 
近年、全国的に⼤規模⾃然災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ巨⼤地震等の⼤規模地震が切迫化

するなかで、発災後にいち早く現場に駆け付け、迅速に社会インフラの応急復旧を⾏う建設会社に求

められる役割も、ますます⼤きなものとなってきています。 

中部地⽅整備局においても、⼤規模⾃然災害発⽣時に実際に応急復旧業務等の役割を担っている建

設会社と連携して災害対応に取組んでいくことが重要であると考え、「建設会社における災害時の事

業継続⼒認定制度」（以下、「事業継続⼒認定制度」という。）を創設するなど、地域防災⼒の向上

に努めてきました。 

事業継続⼒認定制度におきましては、令和 2 年度の運⽤開始以降、多くの建設会社の皆様に申請し

て頂き、事業継続⼒を⾼める体制づくりを推進しているところです。 

今後は各社が策定した事業継続計画（ＢＣＰ）について、発災時に有効に機能するように定期的な

点検、不具合や課題等の把握、改善・⾒直しなどの繰り返しにより、ＢＣＰの内容の充実を図り、実

効性を向上させていく取組も重要となってきます。引き続き、建設会社の皆様との連携を強化して、

事業継続⼒を⾼める⼀連の取組を更に推進していきます。 

 
 
 
 

２．本書の⽬的 
ＢＣＰの実効性向上に関する取組においては、ＢＣＰに基づく訓練（以下、「ＢＣＰ訓練」とい

う。）を実施して、課題や問題点を把握して、改善していくことが⾮常に有効です。そのため、事業

継続⼒認定制度においても、継続申請を⾏う際には、訓練の実施記録、ＢＣＰの改善の実施記録、定

期的な点検の実施記録の記載を求めています。 

本書は、ＢＣＰ訓練の経験が乏しいが有効な訓練を実施したいという建設会社の皆様の声に応え

て、認定企業のなかからＢＣＰ訓練についてヒアリング調査等を⾏い、様々な訓練事例をとりまとめ

たものです。 

ＢＣＰ訓練については、各社の特性や訓練をする⽬的に応じて有効な訓練が異なるため、本書のよ

うに訓練を実施しなければいけないというわけではありません。本書に掲載している他の建設会社の

訓練事例を参考として頂き、各社の創意⼯夫により有効なＢＣＰ訓練を計画・実⾏し、ＢＣＰの実効

性向上に役⽴てて頂ければ幸いです。 

本書を作成するに当たり、訓練事例のヒアリング調査等にご協⼒していただいた建設会社の皆さま

には、この場をお借りして、厚くお礼を申し上げます。 

 
  



3．ＢＣＰ訓練に必要なＰＤＣＡ 
ＢＣＰの実効性を⾼めるために効果的な訓練を⾏うには、Ｐ（訓練の計画）、Ｄ（訓練の実施）、

Ｃ（訓練の評価）、Ａ（ＢＣＰの改善）のサイクルを着実に実⾏していくことが重要です。 

本書では PDCA の具体的なイメージが分かりやすいように、建設会社の訓練事例を紹介しています。 

ここでは、PDCA の全体像を理解してもらうために、PDCA の各段階においてそれぞれの取組のポイ

ントとなる事項と流れを整理しています。 

 

 Plan 【訓練の計画】 
ＢＣＰに基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

  
 誰が何を⾏い、何を習得してもらうかを決定する。 

 訓練の⽬的に応じて、訓練の参加者、詳細な訓練内容等を決める。 

 できることから始める。 

 反復して訓練を実施し、ＢＣＰを円滑に発動できるよう⽬指す。 

 訓練の規模を段階的に⼤きくしたり、ロールプレイング型の訓練を実施したりして、難易

度をあげていくことを検討する。 

 訓練⽅法等が決まったあとは、訓練シナリオの作成、役割分担の設定、 訓練を⾏う会

場、資機材等の事前準備を検討する。 
 
 

 Do 【訓練の実施】 
訓練計画に基づき、ＢＣＰ訓練を実施 

  
 ⾃社の地域で想定されるハザードを訓練の付加条件として想定する。 

［付加条件］ 

・道路等のインフラが被害を受ける。 

・固定電話・携帯電話が使えない。 

・ライフライン（電気・ガス・⽔道など）が⽌まる。 

・社員が出社できない。 

 演出して臨場感を⾼めて訓練を⾏うことも実効性の向上に有効である。 

 訓練中に気が付いたことはメモを取り、記録を残す。 

 社員や関係者同⼠の連携を深めるため、訓練の参加者同⼠で意⾒交換を⾏う。 

 訓練を円滑にすすめ、ファシリテーター（司会・進⾏役）の設置を検討する。 

 

  

P 

Ｄ 

Point



 

 Check 【訓練の評価】 
実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 

  
 反省会、参加者へのアンケート等を⾏い、訓練を通しての気づきや課題・問題点等を共有

する。 

 参加者の役割ごとに分かれて訓練結果を振り返る。 

 訓練を実施する中で気が付いたことやそれに対する対応、今後の課題・対策等を発表する

機会の場を設ける。 

 訓練の振り返りは訓練計画の段階でどのように⾏うか、あらかじめ決めておく。 

 訓練の評価⽅法例 

・参加者⾃らで振り返る⽅法 

・客観的に訓練を観察し評価する担当者を配置する⽅法 

・定量的な指標を定めて評価する⽅法 

・経営者、外部講師等が講評する⽅法 

 反省会やアンケート結果などは、訓練結果として訓練概要などと共に記録を残す。 
  

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、ＢＣＰ・次回訓練計画への反映 

  
 ＰＤＣＡサイクルを着実に回すことが重要である。 

 対策や改善の優先度をつける。 

 誰が、いつ、実施するかを明確にしておく。 

 訓練時に、前回の対策や改善内容の効果を確認することも重要である。 

  

Ｃ 

Ａ 



4．掲載事例の構成 
本書はＢＣＰ訓練のヒアリング調査等を⾏った建設会社が実際に実施・参加した訓練事例を整理し

てとりまとめています。ＢＣＰ訓練においては、Ｐ（訓練の計画）、Ｄ（訓練の実施）、Ｃ（訓練の

評価）、Ａ（ＢＣＰの改善）の⼀連の流れが重要なため、それぞれの項⽬毎に建設会社が⼯夫して実

施している訓練事例や有効な訓練事例をピックアップしています。 

 

1. 基本情報 
掲載している建設会社及び主な訓練事例の基本情報を掲載しています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【ハザード情報】 
訓練事例を参考とする際に、想定するハザードにより有効な訓練事例は異なるため、各建設

会社がＢＣＰ策定の際に想定しているハザードを以下のとおり区分し表⽰しています。 

（例） 
 
 
 
 

   
  

訓練事例を参照する際
に、建設会社の概要や
実施している訓練の規
模・時間等の情報が分
かりやすいように整理
しています。 

洪⽔ 地震・津波 ⽕⼭災害 ⼟砂災害 

さしかえ︓最終で⾏
う 



2. PDCA の流れとポイント 
ＢＣＰ訓練を実施するうえで重要な、Ｐ（訓練の計画）、Ｄ（訓練の実施）、Ｃ（訓練の評価）、

Ａ（ＢＣＰの改善）の⼀連の流れを項⽬ごとに整理しています。 

 Plan 【訓練の計画】 
ＢＣＰに基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

  
  

 Do 【訓練の実施】 
訓練計画に基づき、ＢＣＰ訓練を実施 

  
 

 Check 【訓練の評価】 
実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 

  
 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、ＢＣＰ・次回訓練計画への反映 

  
 
 
3.   建設会社各社が⼯夫している実効性向上の取組 

 建設会社の取組んでいるＢＣＰ訓練のなかで、過去に実施した訓練から⾒直しを図り⼯夫している

事項、ＢＣＰの実効性向上に有効な事項は Pick Up 記事として紹介しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

P 

Ｄ 

Ｃ 

Ａ 



5．訓練事例集 
  訓練事例⼀覧 

 建設会社 実施している訓練の種類 Pick Up ⾴ 

① 

㈱加藤建設 

（愛知県） 

 災害時対応の確認訓練（机
上・実動） 

 災害対策本部要員参集訓練 
 メールによる協⼒会社応援依

頼訓練 
 衛星電話による東京地区応援

依頼訓練 
 災害協定業務（被災調査報告

訓練） 
 ⾮常⽤電源運転訓練 
 緊急避難所開設訓練（机上・

実動） 

 ⾮常⽤電源設備の稼働訓練 
 総合的な訓練による関係者

との連携強化 
 ⾃治体と連携した訓練 
 安否確認訓練の評価 
 訓練に変化をつけて対応⼒

の向上 

P.8〜
P.13 

② 

㈱グロージオ 

（静岡県） 

 災害対策本部の設置 
 調査班（パトロール）との情

報伝達訓練 
 仮設トイレ設営、⾮常⽤電源

稼働 
 災害対策機械操作（合同訓練

への参加） 
 安否確認訓練、⾮常参集訓練 
 情報伝達訓練（協定者、現

場） 
 AED ⼿順確認訓練 

 タイムライン（防災⾏動計
画）に基づいた訓練 

 ⾏政機関や建設業協会等の
実施する合同訓練への参加 

 外部講師を招いた訓練 
 抜き打ち訓練による効果検

証 

P.14
〜
P.19 

③ 

⼟屋建設㈱ 

（静岡県） 

 災害時対応の確認訓練（机上
訓練） 

 避難誘導訓練、初期消⽕訓練 
 安否確認訓練 
 ⾃家発電への切り替え訓練 
 保有資機材の点検 
 バックアップデータ⽴ち上げ

訓練 
 災害対策⾞両の実動訓練（合

同訓練） 

 安否確認訓練は新⼊社員・
異動者が多い４⽉に計画 

 クラウドを活⽤したバック
アップ確認訓練 

 本社の電源を落として訓
練の臨場感をアップ 

 建設業協会と連携して⾏
政機関と情報伝達訓練 

 訓練結果記録簿の作成 
 抜き打ち訓練による安否

確認訓練 
 訓練参加者への改善点の

聞き取り 

P.20
〜
P.24 

④ 

村本建設㈱ 

（愛知県） 

 災害対策本部訓練 
 参集訓練、帰宅訓練 
 代替サーバーへのシステム切

り替え訓練 
 安否報告確認訓練 
 拠点確認・現場状況報告訓練 
 現場出動体制確認訓練 

 徒歩による現場等への参集
訓練、帰宅訓練の実施 

 協⼒業者と連携した訓練 

P.25
〜 
P.29 



⑤ 

⻑豊建設㈱ 

（⻑野県） 

 災害時対応の確認訓練（机上
訓練） 

 避難誘導訓練 
 安否確認訓練 
 バックアップデータ⽴ち上げ

訓練 
 災害本部⽴ち上げ訓練 

 ⽇常的な安否確認システム
の利⽤ 

 被害想定（ハザード情報）
の変更による BCP の⾒直
し 

 他団体（⾏政、警察、消
防、⾃衛隊等）と連携した
訓練の実施 

P.30
〜 
P.34 

⑥ 

中林建設㈱ 

（静岡県） 

 災害時対応の確認訓練（机上
訓練） 

 避難・誘導訓練 
 安否確認訓練 
 緊急連絡訓練 
 ⾮常災害本部⽴ち上げ訓練 
 災害時対応確認訓練（実働訓

練） 

 BCP コンサルタントを交え
た BCP の⾒直し、訓練の
計画、実施、改善 

 BCP 関連備品の取扱い訓練 
 訓練参加者の確保 
 災害対応における当事者意

識の向上 

P.35
〜 
P.39 

⑦ 

㈱市川⼯務店 

（岐⾩県） 

 安否確認及び参集可否の確
認訓練 

 災害対応要請に対する訓練 
 施⼯現場での災害対応訓練 
 協定路線のパトロール訓練 
 負傷者救済処置訓練 
 災害現場の撮影訓練 
 ⽕災発⽣を想定した消防訓練 

 PHEV ⾞を⽤いた⾮常⽤電
源の確保訓練 

 消防と連携した社屋での煙
体験 

 位置情報を付与した写真の
共有による正確かつ迅速な
情報伝達 

 ドローンを活⽤した災害現
場の撮影 

P.40 
〜 
P.44 

⑧ 

㈱光建 

（愛知県） 

 災害時対応確認訓練（机
上・実働訓練） 

 安否確認訓練 
 避難・誘導訓練 
 救出訓練 
 シャッターの⼿動開閉訓練 
 放置⾞両の移動訓練 

 災害パトロール訓練におけ
る「くしの⻭防災システ
ム」への被害状況の登録 

 都市部に多い放置⾞両の移
動訓練 

 経営⽅針に災害対応の重要
性を記載し、災害対応マニ
ュアルを配布 

P.45 
〜 
P.49 

⑨ 

㈱杉本組 

（三重県） 
 災害時対応の確認訓練 
 安否確認訓練 
 避難誘導訓練 
 連絡窓⼝確保訓練 
 図上参集確認訓練 
 災害本部⽴上げ訓練（本社、

代替対応拠点） 

 経営⽅針発表会における社
員の防災意識の醸成 

 最新のハザードマップの確
認、参集場所までのルート
確認訓練 

 資機材の調達先等への連絡
窓⼝確認訓練 

 代替対応拠点での災害対策
本部⽴上げ訓練 

P.50 
〜 
P.54 

 
 
 
 
 
 



 

 事例①   株式会社加藤建設 
 

▮所在地 
愛知県海部郡蟹江町 

 
 

▮従業員数 約 340 ⼈ 

▮資本⾦ 約 10,000 万円 
 
 
 

▮訓練の種類 
総合実動訓練 等 

 ▮訓練実施場所 本社社屋、他⽀社、寮（緊急避難所） 
▮訓練参加者 全社員、他⽀社、協⼒会社、地元住⺠ 

 

▮訓練時間 
     １〜２時間 

 
▮想定されるハザード 南海トラフ巨⼤地震等、⼤規模⽔害 

 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

    
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 

 災害時対応の確認訓練（机上・実動） 
 災害対策本部要員参集訓練 
 メールによる協⼒会社応援依頼訓練 
 衛星電話による東京地区応援依頼訓練 
 災害協定業務（被災調査報告訓練） 
 ⾮常⽤電源運転訓練 
 緊急避難所開設訓練（机上・実動） 

 
 
 

 訓練により BCP を円滑に実施できるようにする 
 緊急参集メンバーによる BCP に基づく応急対

応の実施 
 BCP の主要部分を実動訓練により確認 
 各要員による役割分担の確認 
 固定電話・携帯電話を使⽤せず衛星電話、

安否確認システムを⽤いた情報伝達の確認 
 

【訓練計画の⽴案】 
 訓練の⽬的や内容に応じて、訓練参加者は災害対策本部や各班メンバー等を対象にしてい

ますが、BCP ⼀連の稼働状況を確認するために、⾃社社員のほか多くの関係者を含めた総

合実動訓練を計画しています。 

 毎年 2 回実施し、机上・実動を使い分ける、時間帯を変更するなどの⼯夫をしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

P 

訓練の詳細情報 

訓練毎に⽬的を明確にして、⽬的
に応じた参加者を計画します。 

同社では、これまでの訓練の実績が
多いため多彩な訓練を実施していま
すが、訓練熟度に応じて、効果的な
訓練を計画することがポイントです。 

地震・津波 洪⽔ 



【訓練シナリオの作成】 
 訓練を円滑に進めるためには訓練シナリオを作成し、訓練の具体的な内容を計画します。 

 設定した訓練の⽬的を達成するために、誰が、いつ、どこで、何をするかを明確にして、

訓練参加者が⾃らの役割を理解し、訓練当⽇に円滑に⾏動できるようにします。 

【総合実動訓練のシナリオ例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【訓練内容の事前周知】 
 訓練には事前にシナリオを作成、参加者に周知し BCP に関する⼿順を確認する訓練と、事

前に情報を周知せずに特定の条件下で、その場で状況判断を⾏うようなロールプレイング

型の訓練があります。BCP 稼働⼿順を確認するような訓練の場合は、役割分担や各⾃の訓

練当⽇の⾏動・⼿順を理解してもらうために、事前の情報周知を適切にしておきましょ

う。 
  

■ ⾮常⽤電源設備の稼働訓練 
 

 
 
 

発災時には、ライフラインが停⽌することも想定されるため、電⼒・燃料等の確保も⼤きな課
題となります。⾮常⽤電源設備を準備していても、過去の災害時に劣化により稼働しない、
操作⽅法が分からない事例もあったため、訓練により実際に稼働させることも重要です。 

 ⾮常⽤電源設備は、普段動かすことがなく、異常にも気がつきにくいため、訓練時に実際

に稼働させることで、バッテリーの電圧低下、機器故障などを発⾒することもできます。 

 電源等の確保は発災後、早期な対応が必要になるため、誰もが起動できるように訓練して

おくことが必要です。また、⼤規模な災害時には早期にライフラインが回復することは期

待できないため、どの程度の燃料を確保しておくかも検討しておきましょう。 
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いつ、誰が、何を⾏うかを⽰して、
役割分担を明確にします 

いつ 

誰が 何を⾏う 



 
【総合実動訓練のシナリオ例】 

 

■ 総合的な訓練による関係者との連携強化 
 

 
 
 

⾃社だけではなく、多くの関係者（協⼒会社、近隣住⺠、⾃治体、他⽀社、施⼯中の現場
など）も参加した総合的な訓練を実施することで、発災時に重要なポイントとなる情報伝達
について、実際の通信⼿段を試し、円滑に情報伝達できるか確認することができます。 

【総合的な訓練によるメリット】 

 ⼤規模な災害時には広域的な被害も想定されるため、他地域の⽀社などの連携を強化する

ことで被災のない地域からのサポート体制を強化できる 

 地元住⺠や地元⾃治体など地域と連携した訓練を実施することで、連携が強化され、地域

の防災⼒向上、地域社会への貢献のほか、建設会社の社会的評価の向上などにも繋がる 

 協⼒会社、協定提携先、他⽀社も参加することで、発災時に課題となることが多い情報伝

達について、実施に想定している通信⼿段を⽤いた実効性の⾼い訓練を⾏うことができる 
 
【総合的な訓練を⾏う時の留意点】 

 参加する関係者が多い総合実動訓練は、事前準

備が重要です。関係者との情報伝達⼿段を準備

するなど、関係者を含めた訓練シナリオを作成

し、訓練情報を事前に周知・調整しておくこと

が重要です。 
  

Pick 
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総合実動訓練は、時系列で多くの関係者がそ
れぞれの役割に応じた⾏動を⾏うため、⼊念な
準備が必要となります。 
関係者間の連携や情報伝達における課題の把
握などが実状に即したものとなり、訓練を通して
課題を把握して、適切な対策を講じていくこと
で、BCP の実効性向上も期待されます。 

同じ時刻に多くの訓練参加者が
別々の災害対応業務等を実施 



 

 Do 【訓練の実施】 
訓練実施計画に基づき、BCP 訓練を実施 

   
【訓練の状況】 
【災害想定】︓海溝型地震、震度６弱 
【付与条件】︓平⽇（14 時）、就業時間内、部分的に液状化あり、道路損傷あり、交通渋滞、 

交通機関停⽌、電話使⽤不可 
 14︓00〜 シェイクアウト訓練から始まり、安否確認システムを活⽤して、メールで全社員に 

      発災の連絡を⼀⻫送信 
 14︓10〜 停電時を想定して、⾮常⽤発電機を 10 分間稼働 
 14︓10〜 本社、東京地区両⽅で災害対策本部要員が参集し、災害対策本部を⽴ち上げ 
【重要業務を各班⼀⻫に開始】 
 14︓15〜 安否確認システムにより全社員は安否状況を連絡し、所属⻑が安否確認システムの連絡 

状況を確認。安否確認結果を衛星電話で災害対策本部に報告 
 14︓15〜 施⼯現場状況の確認と報告 
 14︓15〜 災害協定業務の着⼿（4 エリアで巡回による被災調査） 
 14︓15〜 協⼒会社への出動依頼 
 14︓15〜 本社及び寮（避難所）の緊急避難所開設と避難住⺠の受け⼊れ 

以下 省略 
 
                                             訓練フロー図 

14:00~  地震発⽣       シェイクアウト実施 
14:10~ ⇩  

災害対策本部⽴ち上げ（本社・東京） 
                       本社地区⾮常⽤発電 
14:15~ ⇩  

重要業務 開始 
安否確認 
現場状況報告 

災害協定業務 
巡視 

協⼒会社への 
出動依頼 

15:30 ⇩  
訓練終了 災害対策本部解散 

   
 
 
 
（写真上︓衛星電話・ZOOM を活⽤した情報伝達訓練） 

 
 
 
 
 
 
 

  （写真上︓安否確認システムを活⽤して送られてきた巡回パトロールの報告） 

Ｄ 

災害対策本部では、発災時に実際に使⽤する
衛星電話や WEB 会議システムなどを使⽤し
て、情報伝達が円滑にできるかも確認します。 

災害協定業務に基づく巡視の報告を災害対策
本部でスクリーンに投影して確認し、情報共有、
意思決定等の効率化も図っています。 



 

■ ⾃治体と連携した訓練 
 

 
 
 

同社は地元の⾃治体と災害協定を締結しており、本社が地域の避難所にも指定され、⾃
治体や地域住⺠とも連携した訓練を実施しています。このような取組は、地域防災⼒の向
上にも寄与し、地域社会への貢献や社会的評価の向上にも繋がります。 

 近隣住⺠も参加する避難訓練では、避難所としての本社等への誘導等も実施しています。

避難訓練には多くの住⺠が参加するなど好評です。 

 避難訓練後には避難名簿を作成し、協定先の防災担当課へ報告するところまで訓練で実施

しています。 

 地域の中核的企業として、地元と連携した訓練を実施している建設会社は多く、このよう

な地域社会への貢献や社会的評価の向上は社員のモチベーションアップにも繋がります。 
 

 Check 【訓練の評価】 
実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 

   
【訓練結果の振り返り】 
 災害対策本部では訓練の課題や気づきをとりまとめ、訓練の最後には災害対策本部⻑が訓

練全体を通して総括を⾏い、訓練の振り返りを⾏っています。 

 訓練の結果をとりまとめた資料は、社内で閲覧できるように掲⽰板にアップし、全社員を

対象として課題や改善点等の意⾒を募集しています。 
 

■ 安否確認訓練の評価 
 

 
 
 

同社では、発災直後の業務を効率化するためにシステム化された安否確認サービスを導⼊
して、安否確認を実施しています。システムを通して回答した安否報告も⾃動集計され、返
信率については定量的な評価指標として、訓練毎にモニタリングをしています。 
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Ｃ 

訓練を繰り返してきた結果、1 時間以内
の回答率は 99％以上となりました 

 

回答者からの安否の状況、現場の状況、出
社の可否もシステム上で確認できます。 

回答状況は⾃動集計され、全社員
の回答率をモニタリングします。 

 



   
【訓練の評価・振り返りの意⾒】 
 協定に基づく巡回について、ややリアルさに⽋けるように感じた。有事の際に巡回に動け

る者は管理職や近くで現場にいる社員になることも想定される。いろいろと想定しなが

ら、訓練にもリアル感が出せるとよい。 

 巡回訓練では、本部は受け⾝の姿勢のためパトロール班に指⽰を出すなど、双⽅が連絡を

取り合うことも必要ではないか。 

 安否確認サービスは確認作業なども操作性がよく携帯端末でも確認しやすかったが、スム

ーズに使うためには慣れが必要なので定期的に操作訓練が必要と考える。 
 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

   
【訓練後に実施（検討）した改善、⾒直しなど】 
 発災直後の重要業務である安否確認を的確・確実に⾏うためクラウドサービスを導⼊した

ところ、安否確認が効率化、迅速化され、ほかの業務に⼈員を割くことが可能となり負担

が緩和された。また、安否報告の返信も早くなった。 

 協⼒会社への依頼訓練は同じ社員ばかりではなく、別の社員も実施し対応⼒を⾼める。 

 訓練のマンネリ化を防ぐ観点から、すべてを事前に決められたシナリオ通りではなく、想

定外の事象が起きた際の対応⼒をつけるため、訓練計画を⼯夫する。 

 情報伝達については、昨今普及している WEB 会議ツール、他の通信システム等も試⾏し

て、有効な⽅法を検討していく。 
 

■ 訓練に変化をつけて対応⼒の向上 
 

 
 
 

同社では総合訓練を継続して実施してきたため、参加者の習熟度が上がり、訓練も円滑に
なった⼀⽅で、参加者からは訓練のマンネリ化を感じるという声も…。 
次のステップとして、訓練に変化をつける⼯夫など、想定外の事象への対応⼒向上にも取組
んでいます。 

【マンネリ化防⽌のための⼯夫】 

 訓練は同じ訓練を定期的に実施することで、参加者の習熟度が向上し、BCP 業務の円滑な

遂⾏が図られます。⼀⽅で、訓練参加者の習熟度が上がると訓練のマンネリ化が⽣じるこ

とも想定されるため、訓練に変化をつけ、対応⼒を向上させる⼯夫を実施しています。 

 同社でも、毎年の訓練を朝から午後に時間帯を変更するなど、訓練内容・付与条件を変え

るなどして、マンネリ化の防⽌を図っています。 

【マンネリ化防⽌の事例】 

 参集できなかったことを想定して、担当者を変えて実施 

 机上訓練と実動訓練を交互に実施 

 抜き打ち訓練の実施 
 

 

Ａ 

Pick 
Up 



  

 事例②   株式会社グロージオ 
 

▮所在地 
静岡県島⽥市 

 
 

▮従業員数 約 70 ⼈ 
▮資本⾦ 約９,000 万円 

 
 
 

▮訓練の種類 
情報伝達訓練 等 

 
▮訓練実施場所 本社 2 階、本社駐⾞場、現場 
▮訓練参加者 全社員、地域住⺠ 

 

▮訓練時間 
１〜2 時間 

 
▮想定されるハザード 震度 6 強以上の地震、台⾵、局地豪⾬等 

⼤規模⽔害 
 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

   
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 
 災害対策本部の設置 
 調査班（パトロール）との情報伝達訓練 
 仮設トイレ設営、⾮常⽤電源稼働 
 災害対策機械操作（合同訓練への参加） 
 安否確認訓練、⾮常参集訓練 
 情報伝達訓練（協定者、現場） 
 AED ⼿順確認訓練 

 
 
 

 実動訓練による発災直後の重要業務着⼿の
⽬標時間の短縮 

 中堅社員の BCP ⼿順の習得 
 ⼈事異動、組織変更等に伴う安否確認登録

情報、指揮系統、関係機関・協⼒会社の連
絡先等の変更の有無の確認 

 近隣住⺠を含めた訓練による地域貢献 
 

【訓練計画の⽴案】 
 訓練の⽬的に応じて、訓練内容、訓練の種類（机上・実動）を設定し、訓練の参加者を決定します。

訓練の習熟度が上がってきた場合には、就業時間外、休⽇など訓練の条件設定に変化をつけて計画す
ることも効果的です。 

 同社では多様な訓練を計画しており、⽬的に応じて参加者は全社員、本部員幹部、対外班（営業
部）、現場担当・作業員、中堅社員などに区分しています。訓練結果に基づく改善⾏動のなかで、中堅
社員にターゲットを絞った訓練を計画するなど、戦略的に訓練計画を⽴案しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

P 

訓練の詳細情報 

訓練の⽬的・内容に応じて、訓練の
参加者・対象者を選定します。 

地震・津波 洪⽔ 



 

■ タイムライン（防災⾏動計画）に基づいた訓練 
 

 
 
 

タイムラインとは、災害の発⽣を前提に、災害時に発⽣する状況を予め想定し、共有した上
で、「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着⽬して、防災⾏動とその実施主体を時系列で整理し
た計画です。それぞれの実施主体のヨコの連携にも着⽬して計画すると効果的です。 

【全体シナリオと班別シナリオの作成によるタイムラインの明確化】 

 全体シナリオを作成し、対象とするハザード、訓練の⽬的、訓練の全体の流れを明確にし

て周知することで、参加者全員が訓練の内容を理解することができます。 

 同社では、全体シナリオとは別に班別のシナリオも作成し、分単位でそれぞれの⾏動が連

携されたシナリオを作成しています。対策本部に集約する情報のコントロールができるよ

うに訓練で確認しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
【訓練の事前準備】 

効果的な訓練を円滑に実施するには、事前の準備が

重要です。訓練シナリオ等のほか、会場、資機材等の

事前に準備するものはリスト化しておきましょう。 

【準備する資機材・備品等の例】 

災害対策本部︓スクリーン、ホワイトボード、A4 ⽤

紙、ビブス、感染防⽌対策⽤品など 

パトロール班︓携帯電話、メモ帳、筆記⽤具、カメラ 
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対策本部と各班がタイムラインを明
確にして連携できることを調整 

Ａ班 

B 班 

全体 



 

■ ⾏政機関や建設業協会等の実施する合同訓練への参加 
 

 
 
 

地域の⾏政機関や建設業協会などが実施する合同訓練に参加すると、単独ではできない
ような訓練が経験でき、また、発災時に実際に連携し合う⾏政機関、地元の建設会社等と
のコミュニケーションを図ることができるため、⾮常に有効だという意⾒が多く聞かれました。 

【同社が参加した合同訓練の例】 

 災害復旧図上訓練 

 道路啓開実動訓練（重機での啓開作業、重機への燃料供給、⼈命救助など） 

 道路啓開情報伝達訓練 

 堤防決壊シミュレーション訓練 

 災害対策本部⾞、排⽔ポンプ⾞の操作訓練 

 県下⼀⻫情報伝達訓練 

【合同訓練参加によるメリット】 

 地域の特性に応じて具体的なハザードを想定した⼤規模かつ実践的な訓練が経験できる 

 普段使い慣れていない排⽔ポンプ等の機器操作なども学ぶことができる 

 実際に連携・協⼒する⾏政機関、地元建設会社とのタテとヨコのつながりが強化できる 

 会社としての事前準備が無くても⼤規模な訓練が経験できる 
 
【合同訓練参加時に⼯夫している点】 

 訓練実施後は社内で訓練結果を共有、⾃社 BCP へのフィードバックなどを実施している 

 同種訓練では、参加者を変えるなど多くの者が訓練に参加できるようにしている 

 発災時に⾏政機関から建設会社に何を求められているかを把握することができるため、訓

練で得た知識や経験を⾃社の BCP ⾒直しの参考としている 

 
 
 
 
 
 
 

排⽔ポンプ⾞ ポンプ設置訓練                 照明⾞ 操作訓練 
 
 
 
 
 
 
 
        広域連携防災訓練（参考）               広域連携防災訓練（参考） 
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 Do 【訓練の実施】 
訓練計画に基づき、BCP 訓練を実施 

   
【訓練の実施状況】 
【災害想定】︓M8 クラスの地震 
【付与条件】︓⼟曜⽇（15 時）、各種被災（道路橋の落下、法⾯の崩壊等） 
 15︓00  M８クラスの地震発⽣ 
 15︓00〜 安否確認訓練、BCP 発動 
 15︓05〜 災害対策本部の設置、⼟⽊部職員の参集・参集⼈数の把握 

     初動体制構築（情報連絡班、調査班、対策班）、⼈員配置の指⽰ 
 15︓10〜 調査班によるパトロール開始 
           ドローン撮影の開始 
 15︓10〜 各パトロール班より情報連絡班に経過報告 
 15︓20〜 【災害確認】 県道の道路橋落下の報告・・・・ 

以下 省略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｄ 

情報伝達訓練の様⼦。調査班等からの報告
は集約され、本部で対応を協議します。 

調査班からの報告等の情報を⼀早く共有でき
るようにスクリーンを活⽤しています。 

感染症対策のため、訓練においてもフェイスシ
ールドやマスクを着⽤します。発災時にも感染
症の拡⼤は事業継続に影響があるため、感染
防⽌対策に関する備品を備蓄しておきます。 

停電時を想定して、⾮常⽤発電機を稼働し
て、始動接続訓練を実施しています。発災直
後の重要業務のため、参集した誰もが始動で
きるように、多くの⼈が参加しています。 



 
【近隣住⺠を含めた避難誘導訓練】 
 本社の駐⾞場を地域の避難所として提供して

いるため、近隣住⺠を含めて、避難誘導訓練

や消防訓練等を実施しています。 

 訓練等で⽇頃からコミュニケーションを図る

ことで、発災時には円滑な避難⾏動ができる

ようになります。 

 地域社会との連携は、地域防災⼒の向上に寄

与することとなり、地域社会への貢献や建設

会社の社会的評価の向上にも繋がります。 
 

■ 外部講師を招いた訓練 
 

 
 
 

BCPの訓練には机上訓練や実動訓練のほか、専⾨的な知識や技能を有する講師による研
修型の訓練もあります。BCP に基づいた災害対応を実施する際に必要な専⾨的知識・技
能等を講義型、ワークショップ型、体験型で習得します。 

 同社では避難誘導訓練を⾏った際に、初期消

⽕訓練等とあわせて、外部講師を招いて AED

の操作⽅法を習得するための訓練を実施しま

した。災害時にも想定される⼼肺蘇⽣法や

AED の操作⽅法を学びました。 

 ⼼肺蘇⽣法や AED の操作については、各地域

の消防署等が出張講座を⾏っている地域もあ

りますので、会社に AED が設置されている場

合は問い合わせてみることもよいでしょう。 
  

 Check 【訓練の評価】 

実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 
   
【訓練結果の振り返り】 
 同社では訓練直後に経営者を含めた反省会を実施

し、訓練の課題と対応策を検討し、次回の訓練シ

ナリオ、BCP の⾒直しに関する意⾒を求める改善

⾏動を実施しています。 

 反省会は訓練シナリオのなかでも位置付けて、全

員が参加できるように配慮しています。 
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▲外部講師による AED 操作、⼼肺蘇⽣法の講習 

▲駐⾞場で実施した近隣住⺠も含めた避難誘導訓練 



 

■ 抜き打ち訓練による効果検証 
 

 
 
 

同社では、事前周知をした安否確認訓練とは別に、⽉に 1 回事前周知なしの安否確認訓
練も実施して、安否の連絡が制限時間内にどの程度できるか確認し、連絡⽅法が定着して
いるかなどの効果検証も⾏っています。 

【抜き打ち訓練の効果】 

 1 年に 1 回程度の訓練では、連絡⽅法や操作⽅法を忘れてしまうという意⾒もよく聞かれ

ます。安否確認は、発災後の初期⾏動として重要業務であり社員等全員が速やかに対応す

る必要があるため、訓練の頻度を増やす、事前周知ありとなしの訓練を使い分けるなど、

連絡⽅法が定着しているか検証すると有効です。 
 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

   
【訓練後に実施した改善、⾒直しなど】 
 中堅社員主体の訓練の実施を検討するなどの中堅社員の災害対応⼒の育成をした。 

 ⾏政機関主催の合同訓練に参加した経験（堤防決壊シミュレーション訓練、排⽔ポンプ⾞

操作訓練）を社内で⽔平展開した。 

 建設業協会主催の県下⼀⻫情報伝達訓練で⾏った災害時連絡網に基づくメール返信等を担

当者以外でも対応できるように⽔平展開した。 

 各班の報告を集約し掲⽰するホワイトボードは情報が集中すると記載する際に混雑し、変

化する情報が整理しきれないなどの課題があがったため、A4 ⽤紙にまとめたものを貼り付

けて整理するように⾒直した。 

 訓練参加者全員がそれぞれの役割・班分けがわかるように、担当班名が記載されたビブス

を着⽤した。 
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災害対応では、誰が参集できるか分からない、
時々刻々と状況が変化することから、事前の役割
分担通りには⾏かないことも想定し、役割分担を
⾒える化するビブスを着⽤するように改善しました。 

班ごとの報告を A4 ⽤紙にまとめて掲⽰しマグ
ネットで掲⽰します。新しい情報に更新された
場合は、掲⽰物を交換するなど、情報共有が
効率的で円滑な運⽤に改善されました。 



 

 事例③   ⼟屋建設株式会社 
 

▮所在地 
静岡県伊⾖の国市 

 
 

▮従業員数  約 70 ⼈ 
▮資本⾦   約 4,500 万円 

 
 
 

▮訓練の種類  BCP ⼿順確認訓練 
バックアップ復旧訓練 

 
▮訓練実施場所 本社、本社構内駐⾞場 
▮訓練参加者  災害対策本部、全社員 

 

▮訓練時間 
約１〜２時間 

 ▮想定されるハザード  南海トラフ巨⼤地震、⼤規模⽔害 

 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

   
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 
 災害時対応の確認訓練（机上訓練） 
 避難誘導訓練、初期消⽕訓練 
 安否確認訓練 
 ⾃家発電への切り替え訓練 
 保有資機材の点検 
 バックアップデータ⽴ち上げ訓練 
 災害対策⾞両の実動訓練（合同訓練） 

 
 
 

 災害対策本部、各班中⼼メンバー等による
BCP の読み合わせによる役割分担の再確認 

 緊急参集メンバーによる対応拠点から代替拠点
での事業再開までの所要時間の確認 

 バックアップデータからの復旧、所要時間の確認 
 来訪者の避難誘導の⼿順確認 
 地震と⽕災の両⽅を想定した初動確認 

 
【訓練計画の⽴案】 
 訓練計画では訓練を効果的に⾏うために、平⽇・休⽇、時間帯、被災状況等の基本的な条

件を設定し、発災時の状況を想定します。 

 被災状況は複数の条件を組み合わせる、災害対策本部等の中⼼メンバーが被災し参集でき

ないなど、不利な条件を設定し⼯夫すると対応⼒の向上に有効です。 

 安否確認訓練など発災後の初動で重要な業務は全社員が参加します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

P 

訓練の詳細情報 

訓練内容・⽬的等に応じて訓練
参加者を計画します。安否確認
訓練、避難誘導訓練等の初動で
重要な対応は、全員が参加できる
ように配慮しています。 

同社では、被災状況を地震と⽕災の両⽅を想定
し、対応⼒向上のために訓練を⼯夫しています。 

地震・津波 洪⽔ 



 

■ 安否確認訓練は新⼊社員・異動者が多い 4 ⽉に計画 
 

 
 
 

安否確認は社員の安全確認とともに、災害対応業務に従事できる⼈員把握のために BCP
の初動で重要な⾏動です。新⼊社員、異動等で 4 ⽉に体制が変わることが多いため、4 ⽉
に実施して、連絡確認リストを最新の情報に更新しておくことも重要です。 

【繰り返して実施する安否確認訓練】 

 同社では安否確認訓練は 4 ⽉に実施して、また抜き打ちでも実施しています。連絡⼿段は

SNS 等を活⽤した訓練を実施していましたが、安否確認システムを導⼊し災害時にメール

が送付され、各社員が回答すると⾃動集計するサービスを利⽤して効率化を図りました。 

 安否確認訓練は、徐々に回答率が上昇し、9 割以上の社員から返信が得られるなど、反復

的に訓練を実施することで実効性が向上しています。 
 

【訓練は反復が重要】 
 災害対応業務は通常の業務対応と異なることから、定期的に実施して、役割分担や災害対

応の⼿順等を確認し、繰り返し実施することが重要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ クラウドを活⽤したバックアップ確認訓練 
 

 
 
 

発災時には BCP も含めて、重要な書類・図⾯・データ等が失われるリスクも想定されます。
特に、津波や内⽔氾濫が想定されるような地域では浸⽔により、PC データ等が喪失するリ
スクも考慮して、バックアップの確保が重要となります。 

【クラウドサービスを活⽤したバックアップ】 

 BCP 対策として、クラウド上でデータのバックアップを⾏うサービスも増えてきていま

す。クラウドサービスでは定期に、または常に最新な情報を保存することが可能であり、

バックアップ対応に有効です。また、災害後の事業継続や復旧に向けて、インターネット

環境があればどこでもデータを復旧することが可能です。 

 同社でも、クラウドによるバックアップを導⼊し、常に最新のデータが保存できるように

しています。訓練でも、バックアップデータの⽴ち上げ訓練を実施し、バックアップデー

タに素早く接続し、復旧できるか確認しています。 
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同種の訓練を毎年定期に反復し
実施して、いざという時に円滑に⾏
動できるように備えています。 



 

 Do 【訓練の実施】 

訓練実施計画に基づき、BCP 訓練を実施 
   
【訓練の状況】 
【災害時対応の確認訓練（机上訓練）】 
 緊急参集メンバーが BCP の応急対応、事業継続の関する部分を重点的に読み合わせ、各社員が⾏う

べき役割を定期に確認 
【バックアップ復旧訓練】 
 実際にバックアップデータへの接続作業を実施し、バックアップデータの復旧に要する時間等も確認 
【安否確認訓練】 
 クラウドサービスを使った⼀⻫メールで社員全員に安否確認を⾏う（回答率・回答時間は毎回モニタリン

グ） 
 

■ 本社の電源を落として訓練の臨場感をアップ 
 

 
 
 

⼤規模災害後は電気・⽔道等のライフラインが停⽌することも⼗分想定されます。訓練時に
は発災後の状況にできる限り近づけて、BCP の対応⼿順を実⾏することが重要です。同社
では、本社社屋の電源を実際に落として、訓練の臨場感を⾼める⼯夫をしています。 

 
 

【災害対応⽤の保有資材等のチェック】 
 同社では、過去に道路啓開等の様々な災害対応を経験しており、⾃社の事業継続のほか地

域社会への貢献も含めて、災害⽤備品の⾃社保有を維持・充実させ災害に備えています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 建設業協会と連携して⾏政機関と情報伝達訓練 
 

 
 
 

発災時に連携し合う⾏政機関や地元の建設業協会等との情報伝達は重要な要素となりま
す。BCP 訓練においても、協定を締結している関係機関等と情報伝達の⽅法を確認する、
実際に連絡を取り合うなど、連絡⽅法に慣れておくことは BCP の実効性向上に有効です。 

 同社でも⾏政機関が⾏う合同訓練に参加したり、地元の建設業協会と連携し⾏政機関と情

報伝達訓練を⾏うことで、タテの連携だけでなく、同地域の建設会社とヨコの連携も強化

できると実感しています。 
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⼤規模災害時には通常通りに資機材や燃料

を調達できなくなるため、災害時の調達先

の確保や資機材等の備蓄は重要です。 

同社では、訓練時には保有資材のチェック

リストを活⽤して、災害時に備えた⼗分な

ストックがあるか確認しています。 



 

 Check 【訓練の評価】 
実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 

   
【訓練の評価・振り返りの意⾒】 
 休⽇・夜間における対応には時間がかかる。参集時間を 2km/ｈと想定しているが本当に⼤

丈夫か、⾃宅においても⾮常時の対策や対応、家族の理解が重要となる。 

 災害時に家族が全員揃っているとは限らないことを留意し、いざという時に混乱しないよ

うに役割を確認しておく。 

 各地区が実施している防災訓練に参加し、住んでいる地域の防災体制を確認する。いざと

いう時に本当に役⽴つ参加型の訓練に積極的に参加して、避難や安否確認、救出・救護、

炊き出しや避難訓練、避難所⽣活などを体験するとよい。 

 発災から全員避難まで慌てず避難できた。 

 避難訓練と来訪者の誘導訓練は同時に⾏うが、いかに安全でスムーズに⾏えるかを確認す

る必要がある。 

 地震時と⽕災時では対応が変わってくる。消⽕器の設置場所や使⽤⽅法の再確認が必要。 

 屋外避難後、点呼確認、不明者がいない事を確認したほうがよい。 

 

■ 訓練結果記録簿の作成 
 

 
 
 

訓練後は、訓練概要、訓練結果、改善点・所感などをまとめた「訓練実施記録」を作成し保
存します。記録簿を作成することで、課題や改善点等を明確にし、後から振り返ることも可
能となり、次回の訓練企画時の参考にもなります。 

【訓練記録簿作成のポイント】 

 訓練実施記録は訓練結果とともに、訓練

参加者や訓練の評価者が訓練で把握した

課題や気づき等の意⾒を集約し、それに

対する所感・改善点なども記載します。 

 とりまとめた訓練実施記録は、次回の訓

練計画への反映、BCP の改善・⾒直し等

を⾏う際に有効な資料となります。 

 中部地⽅整備局の事業継続⼒認定制度

は、3 年間の認定期間のため、継続申請

の際には、BCP の改善の実施記録や定期

的な点検の実施記録を求めており、訓練

実施記録の参考様式も紹介しています。 

 
  

Ｃ 

Pick 
Up 

訓練実施記録の参考様式 

同社では、改善点・所感は重点的に
記録を残し、訓練計画への範囲、
BCP の改善へつなげています。 



 

■ 抜き打ち訓練による安否確認訓練 
 

 
 
 

発災後に初動対応として必要になる安否確認は、いつ・どこで、何を⾏っているときに対応が
必要となるか分かりません。常⽇頃から速やかな対応ができるように訓練をしておくことで、
発災後に BCP が有効に機能し、円滑な災害対応業務の着⼿に繋がります。 

 同社では安否確認を円滑に実施するために、クラウドサービスを使った安否確認システム

を導⼊しました。システム導⼊により回答率は上昇したため、引き続き、抜き打ち訓練に

よる対応⼒の向上にも努めています。 
 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

  
【訓練後に実施した改善、⾒直し及び今後の改善計画】 
 安否確認システムについては、新⼊社員・異動職員等に重要性・操作⽅法を説明し、確実

に対応できるよう教育する。訓練を重ね、返信達成率 100％を⽬指す。 

 システム化された安否確認において、各社員に渡しているスマートフォンの操作⽅法に慣

れない社員は、若⼿が操作を教えるなど迅速な回答ができるように改善を⾏った。 

 現場における外付 HD のバックアップ頻度を週 1 回から毎⽇保存するように徹底し、本社

へのアクセス保存も毎⽇⾏う。HD の保管⽅法、盗難防⽌の徹底も図る。 

 事務所内においてもバックアップ担当者が居なくてもバックアップ対応が出来るように⼿

順をマニュアル化する。 

 本社では災害に伴う突発的な停電によるデータ破損を回避するデータ保存のクラウド化を

実施。 

 事務所・倉庫等の設備・家具の転倒防⽌対策、避難路のサインの表⽰を実施。 

 ⼯場における⾮常⽤の発電設備が不⼗分なことが想定されたため、可搬型の発電機の活⽤

を検討。 

 社員・社屋の耐震性不⾜が懸念されたため、⾃治体の無料耐震診断を実施し、耐震性がな

い場合は耐震補強も検討。 
 

■ 訓練参加者への改善点の聞き取り 
 

 
 
 

訓練は実施して終わりではなく、訓練参加者の気づきや課題等の意⾒を集約して、改善・⾒
直しに繋げていく⾏動が重要です。訓練計画の段階で、振り返り会議、アンケート調査等の
⼿法を計画し、訓練後速やかに実施できるようにしましょう。 

 同社では、訓練後は速やかに聞き取り調査を⾏い、訓練における課題点や改善点を確認し

ています。 

 集約した意⾒・改善点等は訓練実施記録にとりまとめ、BCP にも今後の課題・問題点等と

して整理し、次回訓練の計画、BCP の改善にも活⽤しています。 
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 事例④   村本建設株式会社 
 

▮所在地 
愛知県名古屋市 

 
 

▮従業員数 約 770 ⼈ 
▮資本⾦ 約 48,000 万円 

 
 
 

▮訓練の種類 
対策本部訓練 等 

 
▮訓練実施場所 各事務所 
▮訓練参加者 役員・対策本部の中⼼メンバーまたは事業所所属員 

 

▮訓練時間 
３〜４時間 

 
▮想定されるハザード 震度 6 弱以上の地震、⼤規模⽕災、 

⾼潮、⼤規模⽔害、感染症 
 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

   
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 
 災害対策本部訓練 
 参集訓練、帰宅訓練 
 代替サーバーへのシステム切り替え訓練 
 安否報告確認訓練 
 拠点確認・現場状況報告訓練 
 現場出動体制確認訓練 

 
 
 

 災害模擬演習、状況想定訓練等の災害ｼﾐｭ
ﾚｰｼｮﾝを通じて対応⼒を確認する 

 班により徒歩で登録地に参集・帰宅し、⾃
宅、会社周辺の危険個所の把握等を⾏う 

 安否確認と同時に拠点確認、現場確認する 
 事務所の資機材、⼈員の状況を報告する 

 
【訓練計画の⽴案】 
 BCP 訓練は、必要な情報収集や⾏動を迅速に⾏い、⽬標時間を達成することを⽬的としています。これ

らの訓練を繰り返し実施することにより、重要業務の達成時間を短縮することが可能です。 
 BCP 訓練は役員や各事務所の部⻑等により構成された BCM プロジェクトの中で企画しています。 
 BCP 訓練の責任者として各事業所の BCM チームリーダーを設置しており、訓練の実施及び成果の作

成の責任者を定めることにより、確実に訓練、振り返りを実施しています。 
 

   

P 

訓練の詳細情報 

訓練の⽬的・内容に応じて、
訓練の参加者・対象者を 
選定します。 

地震・津波 洪⽔ 



 

■ 徒歩による現場等への参集訓練、帰宅訓練の実施 
 

 
 
 

⼀定規模の災害が発⽣した際にも決められた場所に確実に参集できるかを確認しておくこと
が重要となります。施⼯中の現場は毎年のように変更していくため、毎年変更した場所への
参集、帰宅訓練を繰り返し実施することにより、実効性の向上を図ることができます。 

【施⼯中現場に最寄りの社員を参集担当者として設定】 

 発災時にはいち早く施⼯中現場の確認を⾏い、⼆次災害防⽌に努める必要があります。し

かし、夜間・休⽇などの終業時間外では現場担当者の居住地が遠く、徒歩や⾃転⾞による

参集時間が⾮常に⻑くなることも懸念されます。そのような場合に、担当者以外でも早急

に施⼯中現場の確認を⾏えるような体制を構築しておくことも重要です。 

 同社では、個⼈情報を管理するシステム登録された情報により、社員の住宅から最寄りの

施⼯中現場を参集地として設定しています。これにより迅速な施⼯中現場の確認、⼆次災

害の防⽌を図っています。 

【毎年の徒歩による現場等への参集訓練、帰宅訓練の実施】 

 施⼯中現場は毎年のように変更するため、その都度現場までの参集を迅速に⾏えるかを確

認しておくことが重要となります。 

 同社では、徒歩により現場等への参集訓練、帰宅訓練を毎年継続的に実施しています。 
 

【帰宅訓練の⼯夫点】 
帰宅訓練を実施するにあたり以下のように⼯夫しています。 

①⾃宅が近隣である社員により班を構成し、地図を⽤いて帰宅ルートを班ごとに検討します。 

②帰宅ルートを検討する際には、勾配の⼤きな道や⾼速道路の近くの道は避けて設定します。 

③実際に帰宅訓練を実施する際には、地図上では気付けない危険（落橋、道路の陥没等）が発

⽣する可能性のある箇所を確認し、地図に落とし込みをします。 

④訓練実施記録として成果を残しておくために、訓練が完了した際には到着した地点の標物が

わかる看板等を⼊れて写真を撮影しています。 
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危険箇所や勾配の⼤きな道などを避けるように班ごとに帰
宅ルートを検討します。 

訓練実施記録のために到着した地点がわかるよう
に写真を撮影して成果を残しておきます。 



 

 Do 【訓練の実施】 
訓練計画に基づき、BCP 訓練を実施 

   
【訓練の実施状況（イメージ）】 
【災害想定】︓M8 クラスの地震 
【付与条件】︓⽔曜⽇、各種被災（けが⼈発⽣、エレベーター閉じ込め等） 
  9︓30   地震発⽣メールの送信、3 系統による安否確認 
  9︓45〜 テレビ会議接続 
 10︓00〜 訓練の説明 
 10︓10〜 対策本部訓練 

        けが⼈の発⽣、⾷料等の確認、エレベーター閉じ込め発⽣、ガラスの散乱等 
 10︓30〜 社⻑の連絡・指⽰、道路通⾏⽌め情報の収集、安全なルート検索等 
 11︓40   訓練終了 
 11︓50   訓練の反省・考察 
 12︓20   社⻑講評 
【訓練課題イメージ】 

 
                                                                    

          

【災害付与条件（事前情報なし）】 
電話︓固定電話︓不可 
     携帯電話︓不可 
情報はラジオのみ 
安否確認は災害伝⾔板のみ使⽤可 
対策本部体制として 5〜15 名を前提とする 

Ｄ 

【課題】 
・社員の環境、怪我⼈救出            
・階段にガラス散乱 
・トイレの状況、トイレの使⽤不可          
・エレベーター閉じ込め発⽣ 
・家族の安否を確認するため帰宅希望の社員発⽣ 

【課題の例︓通⾏⽌め発⽣】 
・県道 A 号、国道 B 号通⾏不可 
・C 川にかかる橋通⾏⽌め、県道 D 号線通⾏⽌め 
・E 川の F 橋、G 橋通⾏不可。H 橋通⾏不可 
・県道 I 号、J 号、K 号、L 号、M 号通⾏⽌め 
上記の条件のもとで N 事務所までの安全なルートを検討せよ。 

【課題の例︓災害協定先への連絡】 
・災害協定業務に着⼿するために⼈員・資機材の準備をせよ。 
・⼈員・資機材が不⾜する場合には、災害協定先へ連絡して必要
数を確保せよ。 

災害協定業務の実施に伴い、資機材が不⾜することを想定して災害協定先へ連絡をします。 
災害協定先の情報が最新であり、確実に連絡が取れるかを確認することを⽬的としています。 

通⾏不可の主要道路が発⽣することを前提として、事務所や現場までの安全なルートを検討します。 
社員の安全を確保したうえで迅速に現場等へ到達するためには、普段通っているルートが通れない場合も考慮
して検討しておくこと、検討⽅法を学んでおくことで実効性が向上されます。 



【訓練対応例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 Check 【訓練の評価】 

実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 
   
【訓練結果の振り返り】 
 訓練の実施後は、訓練結果の振り返りとして参加者に

対するアンケート調査を実施しています。また、訓練

実施後すぐに各班で作成した報告書を提出させ、

BCM(Business Continuity Management)会議を開催

して各種課題の把握をしています。繰り返し訓練を実

施していくことで、課題に対する実効性を⾼める必要

があると感じています。 

 

 
 

 

  

Ｃ 

対策本部訓練における各種課題への対応の例。訓練参加者により、出された課題に対しての対応を検討
し、実際に備品を集めることや通⾏⽌めの情報をもとに安全なルートを検討しています。検討した結果は、
課題ごとに対応をまとめて社⻑へ報告を⾏います。 



 

■ 協⼒業者と連携した訓練 
 

 
 
 

同社では、事前周知をした安否確認訓練とは別に、年 1 回事前周知なしの安否確認訓練
も実施して、安否の連絡が制限時間内にどの程度できるか確認し、連絡⽅法が定着してい
るかなどの効果検証も⾏っています。 

【年２回安否確認訓練の連携】 

 災害時には協⼒会社や⼈員・資機材等の調達先と連携を図るために、お互いの安否状況や参集可能
な⼈数等を把握しておくことも重要となります。 

 同社では、年 2 回協⼒会社にも安否確認訓練へ参加していただいています。協⼒会社の連

絡先が当初整理していたものと異なっていたこと等によりメール送信エラーが出ることも

あるため、毎回の訓練時には緊急連絡先が最新情報であるかを確認しています。 

   
  【安否確認訓練の集計結果（イメージ）】 

回答者の所属 対象者数 回答数 回答率 前回⽐ 前回回答率 
⾃社 全社 700 ⼈ 690 ⼈ 98.5% +0.1％ 98.4％ 

⽀社① 250 ⼈ 245 ⼈ 98.0% 0.0% 98.0％ 
⽀社② 200 ⼈ 197 ⼈ 98.5% +0.2% 98.3％ 
⽀社③ 150 ⼈ 148 ⼈ 98.6％ 0.0% 98.6% 
⽀社④ 100 ⼈ 100 ⼈ 100％ 0.0% 100％ 

協⼒会社 A 建設 30 ⼈ 28 ⼈ 93.3％ +1.3% 92.0% 
B 建設 25 ⼈ 25 ⼈ 100% +1.7% 98.3% 

 

 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

   
【訓練後に実施した改善、⾒直しなど】 
 各種災害対応は参集できた⼈で割り振って実施する必要があるため、毎年の訓練参加者を

ローテーションすることでマンネリ化の防⽌を図りつつ、災害対応できる社員を増加して

います。 

 当初では各種訓練を就業時間内に実施していましたが、災害はいつ起こるかわからないの

で、⼟⽇にも参集訓練、帰宅訓練を⾏うなど訓練の条件を変更して実効性の向上を図って

います。また、同社の⽀社がテナントであることも考慮して、ポータブル発電機を使⽤し

て⼀時的に通電できるかを確認する訓練を実施しました。 

 緊急時に現場に確認しに⾏く必要があるが、甚⼤でない災害であれば監視カメラの導⼊に

より確認することも有効であるため、現場への設置を検討しています。 

 救急箱の保管場所は訓練を通じてわかったが、実際の使⽤⽅法が不明であったため、救急

ハンドブックを保管場所に⼀緒に設置することとしました。 
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 事例⑤   ⻑豊建設株式会社 
 

▮所在地 
⻑野県飯⽥市 

 
 

▮従業員数 約 50 ⼈ 
▮資本⾦ 約 2,100 万円 

 
 
 

▮訓練の種類 
災害時対応の確認訓練 等 

 
▮訓練実施場所 各事務所 
▮訓練参加者 役員・対策本部の中⼼メンバーまたは事業所所属員 

 

▮訓練時間 
5〜6 時間 

 
▮想定されるハザード 震度 6 強以上の地震、⼤規模⽔害、台⾵ 

感染症 
 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

   
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 
 災害時対応の確認訓練（机上訓練） 
 避難誘導訓練 
 安否確認訓練 
 バックアップデータ⽴ち上げ訓練 
 災害本部⽴ち上げ訓練 

 
 

 
 
 

 緊急参集メンバーが BCP の応急対応の部分
を読み合わせ対応を確認 

 地震と⽕災を想定して避難・点呼、初期消⽕ 
 本社及び代替拠点のセットアップ訓練 
 本部⼜は代替拠点での災害本部⽴ち上げま

での参集、分担確認 

 
【訓練計画の⽴案】 
 災害本部要員・代替拠点参集者が現場担当となった場合の対応 
 勤務中や通勤途中での災害発⽣の場合の対応 
 災害発⽣後の実際の移動にかかる対応 
 応急対応メンバーのための備蓄について 

  
   
      

  

P 

訓練の詳細情報 

地震・津波 洪⽔ 

訓練の⽬的・内容に応じて、
訓練の参加者・対象者を選
定します。 
 



 
【シナリオの作成】 
 訓練を円滑に進めるために訓練シナリオを作成し、訓練の具体的な実施内容を計画します。 
 設定した訓練の⽬的を達成するために、だれが、いつ、どこで、何をするかを明確にして、訓練参加者が⾃

らの役割を理解し、訓練当⽇に円滑に⾏動できるようにします。 
 

【⼿順確認訓練のシナリオ例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【複数の訓練シナリオの作成】 
 訓練を実施する際には、詳細な対応⽅法は記載せずに参加者⾃らが考えて訓練に実施できるように、

参加者に配布するシナリオのほか、訓練運営側のためのシナリオを準備しておくことも有効です。 
  

■ ⽇常的な安否確認システムの利⽤ 
 

 
 
 

災害時には通常使⽤している電話やメールが利⽤できなくなることも想定されます。そのよう
な場合でも、社員の安否確認が確認できるように安否確認システムを導⼊して、複数の連
絡⼿段を⽤意している建設会社も増えてきています。 

 発災時における社員の安否確認を実施するために、安否確認システムを導⼊している建設

会社が増えてきています。毎年の安否確認訓練時に利⽤⽅法を改めて確認する会社もあり

ますが、システムを使い慣れていない⽅にとっては発災時に確実に連絡がとれるかが懸念

されます。 

 当社では、⽇常的に安否確認システムを社内に対してのアンケート調査や通常の情報連絡

で利⽤するなど、安否確認システムが社員にとって⾝近なシステムとなることを⽬指すこ

とにより、発災時に確実に安否確認システムへ回答が出来るように⼯夫しています。 
  

Pick 
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いつ 

何を⾏う 

誰が 

いつ、誰が、何を⾏うかを⽰して、
役割分担を明確にします 

訓練の事前案内、当⽇アナウンス等の
担当者を明確にします。 



 

 Do 【訓練の実施】 
訓練計画に基づき、BCP 訓練を実施 

   
【訓練の実施状況】 
【災害想定】︓震度 6 弱の地震 
【付与条件】︓⽕災については、各々現場にて確認を⾏うこと 
  9︓00   震度 6 弱の地震発⽣ 

         本社、避難経路、消⽕器設置位置などの確認 
  9︓10   安否確認訓練、BCP 発動 
 10︓00    メール配信(第⼀報),安否確認システムから返信 
 11︓00  安否確認(第⼆報),安否確認システムから返信 
 15︓00  安否確認システム返信状況確認・集計 

        報告書作成 
   

■ 被害想定（ハザード情報）の変更による BCP の⾒直し 
 

 
 
 

BCP は常に最新情報を踏まえて更新していく必要があります。特に、⾃社の⼈員体制や施
⼯中現場の状況、⼈員・資機材等の調達先、ハザード情報などは毎年変更していくことが
想定されるため、それに合わせて BCP の⾒直しにより実効性向上を⽬指します。 

 ハザード情報は毎年国や県、⾃治体により⾒直されることがあります。BCP を更新するう

えでは、⼀度確認したハザード情報を使い続けるのではなく、常に最新の情報を反映した

計画としておくことが重要となります。 

 当社では、訓練として BCP ⼿順確認訓練を⾏った結

果、県によるハザード情報の更新に伴い、本社が洪⽔

浸⽔想定区域内に含まれる想定となりました。そのた

め、洪⽔浸⽔想定区域外に新たに代替対応拠点を検討

して、本社が浸⽔した際にも⼀時的に代替対応拠点を

利⽤して災害対応体制を構築できるようにしました。 

 また、新たに代替対応拠点の検討をするだけでなく、

適切に災害対応体制が構築できるように、代替対応拠

点での災害対策本部の⽴上げ訓練を⾏い、対応拠点以

外でも PC にログインできるか、⾮常⽤電源の⽴上げ

はできるかなどについて確認を⾏いました。 

 さらに、ハザード情報の更新により、燃料の調達先として当初想定していたガソリンスタ

ンドも洪⽔浸⽔想定区域内に含まれることになったため、洪⽔浸⽔想定区域外に別のガソ

リンスタンドを候補として選定しました。 
   

Ｄ 
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Up 



 Check 【訓練の評価】 

実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 
   
【訓練結果の振り返り】 
 同社では全ての訓練において統⼀した様式を⽤いて訓練結果を保存しており、作成した報

告書を回覧することにより、社員にも訓練結果のフィードバックを図っています。 
                                                   

■ 他団体（⾏政、警察、消防、⾃衛隊等）と連携した訓練の実施 
 

 
 
 

災害時には建設会社のみならず、他団体（⾏政、警察、消防、⾃衛隊等）と連携をはかっ
て応急復旧活動にあたることが重要です。普段からともに応急復旧活動を⾏う団体と連携
した訓練を実施しておくことで、災害時にもスムーズな活動につなげることができます。 

【他団体と連携した訓練】 

 災害時には建設会社が応急復旧活動にあたるだけでなく、様々な団体と連携することが重

要となります。国、県を主体とした総合防災訓練などでは、他の建設企業のほか他団体も

参加していることが多く、連携してがれきの処理、放置⾃動⾞の撤去等の道路啓開に関す

る訓練を実施できるため、⼤きく実効性向上を図ることができます。 

 当社では、国が主体となった総合防災訓練に参加しており、他の建設企業とも協⼒するこ

とが求められるため横のつながりも強化できており、通常時の連携にもつながっていま

す。また、災害時に他団体との連携を⾏うことを想定していないと、いざというときに⾃

分たちのすべき⾏動を考えられないため、このような他団体と連携した訓練への参加はと

ても有意義なものとなっています。 
 

Ｃ 

Pick 
Up 

訓練の振り返りがしやすいように、すべての訓練で統
⼀した様式により訓練実施記録を作成しています。 



 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

   
【訓練後に実施した改善、⾒直しなど】 
 県、市による洪⽔に関するハザード情報が更新されたことを受けて、洪⽔浸⽔想定区域外

で代替対応拠点を検討しました。また、燃料の調達先についても洪⽔想定区域外から新た

に選定を⾏っています。新たに検討した代替対応拠点において PC の⽴上げ訓練や⾮常⽤電

源の起動訓練を実施するなど、訓練の実施内容を BCP の⾒直しと合わせて変更することに

より、実効性の向上を図っています。 

 訓練実施後に作成した訓練結果を参加者に回覧し、訓練参加者の意⾒を集めて BCP の⾒直

しに反映させています。 

 代替対応拠点の連絡先に個⼈携帯の電話番号が記載されていましたが、その担当者が災害

の状況により代替対応拠点に参集できない可能性もあるので、固定電話に変更しました。 

 応急対応メンバーのための備蓄として本社には備蓄の記載があるが、代替対応拠点の記載

がないため、リストを作成して BCP に反映しました。 

 社員の参集⽅法と時間の記載では、本社までの移動時間の想定がされているのみであった

ため、代替対応拠点までの距離と移動時間の記載をしました。 

 災害協定の発動基準について、本社のある地域が被災した場合と近隣地域が被災した場合

とでは対応が異なるため、判断基準及び必要な対応を明確にしました。 

 確実な調達が出来るようにするため、⼈員、資機材等の調達先に指定されている調達先に

事前に協⼒依頼通知をして、連絡先に誤りがないかを確認しました。 

 安否確認システムの利⽤にあたり、スムーズに受信・返信できない社員に対して、再度シ

ステムの使⽤⽅法を説明して再確認を⾏い、解決することが出来ました。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 

  

Ａ 

ハザード情報の変更に伴って、代替対応拠点を変
更したため、代替対応拠点で⾮常⽤電源を⽤いて
通電できるかの訓練を実施しました。特定の⼈だけ
でなく、複数⼈が使⽤できるようにしました。 

訓練の実施時に把握した課題に対して対策
を検討し、適宜 BCP を⾒なおして役員会に
はかっています。 
 



  

 事例⑥   中林建設株式会社 
 

▮所在地 
静岡県三島市 

 
 

▮従業員数 約 180 ⼈ 
▮資本⾦ 約 9,800 万円 

 
 
 

▮訓練の種類 
机上訓練 等 

 
▮訓練実施場所 本社、⼟⽊事業部 
▮訓練参加者 役員・⼟⽊事業部・本社従業員 

 

▮訓練時間 
5〜6 時間 

 
▮想定されるハザード 南海トラフ巨⼤地震等、⼤規模⽕災、 

⼤規模⽔害、感染症 
 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

   
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 
 災害時対応の確認訓練（机上訓練） 
 避難・誘導訓練 
 安否確認訓練 
 緊急連絡訓練 
 ⾮常災害本部⽴ち上げ訓練 
 災害時対応確認訓練（実働訓練） 

 
 
 

 地震と⽕災を想定して屋外避難と点呼、初期
消⽕。 

 バックアップデータから復旧できるか、どの程度時
間を要するかを検証。 

 緊急参集メンバーが事業継続の応急対応、
事業継続の主要部分を実働訓練する。 

 
【訓練計画の⽴案】 
 通勤距離・出社不可などを考慮した場合に⼈員は確保できるか。（他部署からの応援要請を実施） 
 複数の災害協定区域が同時被災した場合に技術者、施⼯会社、資機材会社、燃料会社などそれぞれ

の対応が可能か（災害締結協⼒会社の充実） 
 施⼯中箇所の災害復旧に許容⽇までの間で対応可能か（他部署からの応援要請を実施） 

 

 
 

P 

訓練の詳細情報 

地震・津波 洪⽔ 

訓練の⽬的・内容に
応じて、訓練の参加
者・対象者を選定し
ます。 



  

■ BCP コンサルタントを交えた BCP の⾒直し、訓練の計画、実施、改善 
 

 
 
 

BCP を初めて策定する会社や訓練を初めて実施する会社にとっては、なにから取り組めば
良いかが分からないこともあります。そのような場合には、BCP コンサルタントなどの専⾨家
を交えることにより、BCP や訓練をより実効性の⾼いものとすることができます。 

【訓練計画の⽴案】 

 訓練はただ実施すればよいわけではなく、適切に PDCA サイクルを回していくことにより

実効性の向上につなげていくことが重要となります。BCP コンサルタントは年間を通じて

PDCA サイクルをどのように回せばよいかのアドバイスをくれるなどとても有効です。 

 同社では、BCP コンサルタントと相談の上で毎年年間の BCP 活動のスケジュールを計画し

て、訓練、⾒直しの時期を早期に明確にしています。また、訓練の事前に打合せを⾏い、

訓練シナリオを作成したり、新たな訓練内容の提案も受けたりしています。 

【訓練のテーマ設定】 

 同社では、机上訓練としての対象事象を⾃然災害だけでなく、パンデミック（例えば新型

コロナウイルス感染症）などのトレンドを題材として BCP コンサルタントの講義を受けた

り、ワーキング形式で対応を検討したりするなどの研修を実施しています。 

 訓練実施時には、あまり細かい⾏動まで決めておくとむしろ発災時に社員⾃ら考えて⾏動

することが困難となることもあります。そのため、同社では訓練シナリオを作成する際に

詳細は決めすぎず、その都度出されるテーマに対して⾏動を検討してもらうなど⼯夫して

います。 

 また、あえて訓練実施後に訓練を通じて学んでいただきたいこと等の⽬的を伝えること

で、参加者の⾃由な発想や独⾃性に配慮して取り組んでいます。 
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BCP コンサルタントによる講習を受けた後には、
想定される各種課題に対して、BCP コンサルタ
ントによるアドバイスを受けつつ⾃分たちで対応を
検討しています。 
検討した内容は模造紙に記載して、班ごとに取
りまとめています。 

模造紙にまとめた検討結果は、各班の代表者
が発表しています。 
発表に対して、他の班の社員や BCP コンサルタ
ントから質問を受け、回答をすること等により、さ
らなる理解⼒の向上に努めています。 
 



 

 Do 【訓練の実施】 
訓練計画に基づき、BCP 訓練を実施 

   
【訓練の実施状況】 
【災害想定】︓和歌⼭県沖 3K を震源とする M7 の地震、静岡東部震度 6 弱の揺れ 
【付与条件】︓平⽇（AM8︓33 発⽣）、曇り時々⾬ 
   8︓33    M7 クラスの地震発⽣ 
   9︓00 頃 安否確認訓練、BCP 発動 
 11︓30    災害協定先より⼟砂崩れの復旧⼯事の要請有 
 11︓45    災害協定先より追加連絡、復旧現場本⼟砂崩れ対応の為の⼟嚢 500 袋確保要請 
 12︓12    ⼟⽊事業部⻑より本社に本件必要な資機材等の調査確認依頼 
 13︓48    ⼟⽊事業部⻑より本社に電話連絡あり 
            ⼟砂撤去作業中に社員負傷のため救急搬送の⼿配要請 

以下 省略 
 

【机上訓練における条件、課題の設定】 
 机上訓練においては、付与条件として震度 6 弱の地震を設定して、具体な被害としてインフラ・ライフライ

ンの被災状況、社内の被災状況やけが⼈の設定等を⾏っています。 
 さらに時間の経過によって課題を次々に付与し、それに対する対応策を 5~6 ⼈程度の班ごとに検討を

⾏うことで災害対応⼒の向上を図っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

Ｄ 

災害の条件設定だけでなく、インフラ・ライフライン、⾃社の被災状況を条件として付与しておくことで参加者
にとっても訓練取り組むだけでなく、実際の発災時の対応がイメージしやすいように⼯夫しています。 

時間の経過に伴い、具体的な課題条件を付与していきます。これらの課題に対して予定している時間内で
各班により対応策を検討し、模造紙、付箋等を⽤いて整理していきます。 

災害協定先 
災害協定先 



 

■ BCP 関連備品の取扱い訓練 
 

 
 
 

災害時には当初予定していた通り⼈員が参集できるとは限りません。そのため、可能な限り
多くの社員が備品の保管場所、使い⽅を⾝に着けておくことが望ましく、訓練を通じてそれら
の使い⽅を学んでいます。 

 同社では BCP 関連備品の取扱い訓練として、

屋外発電機の取扱い（設置場所・エンジンの始

動⽅法・供給経路の切替⽅法 等）、屋外防災倉

庫の確認（鍵の保管場所・保管されている物資

の確認 等）、衛星電話の設置・使⽤⽅法につい

ての確認を⾏っています。 

 参加者を毎年変更することで、より多くの社員

が発災時に使⽤できるように⼯夫しています。 
  

 Check 【訓練の評価】 

実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 
   
【訓練結果の振り返り】 
 同社では訓練直後に役員や BCP コンサル

タントを含めた講評を⾏い、訓練の課題と

対応策を検討し、次回の訓練シナリオ、

BCP の⾒直しに関する意⾒を求める改善⾏

動を実施しています。 

【講評の例】 

 当⽇の社員の担当現場等を考慮して、災害

復旧の役割分担をしたのは良かった。 

 災害時は資材の調達⽅法を複数⽤意して、

復旧⽅法を検討する。 

 訓練では、負荷条件を少なくしているが、

実際の災害時はさらに厳しい制約が出てく

ることを想定する。 

 通報訓練は、社内報告の前に消防への通報

を優先する消防への救急要請の際は、正確

な場所・被災者の⽒名・年齢、通報者の連

絡先等を素早く正確に伝える。 

 緊急連絡先、初動の流れをまとめたポケットマニュアルを作成する。 
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Ｃ 

▲屋外発電機の取扱い訓練 

▲班ごとの検討結果の発表 

▲BCP コンサルタントによる講習 



 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

   
【訓練後に実施した改善、⾒直しなど】 
 訓練実施後は、BCP コンサルタントを交えて訓練の評価を⾏うため、BCP 委員会を開催し

ている。 

 また、訓練を通じて新たに出た課題については、解決策を検討しています。災害対応のリ

ソース不⾜など、すぐに対応できる課題は、購⼊することで対応しています。すぐに対応

できない課題については、対応⽅法、対応時期などを検討しています。 
 

■ 訓練参加者の確保 
 

 
 
 

災害時には全社員で統率を図り、応急復旧活動を⾏う必要があります。訓練にはなるべく
多くの社員を参加させることが望ましいですが、普段は現場を稼働しているため、⼀時中断
させることも難しいため、早期に調整しておくなどの⼯夫が必要です。 

【事前のスケジュール調整】 

 訓練の計画を⽴てる段階で、⽬的に応じて訓練の参加者を検討します。 

 同社では、施⼯中の現場の⼯事スケジュールを⾒込んで、年間の訓練計画を早期にたてる

ことや、訓練実施⽇の 2〜3 か⽉前には再度事前案内を⾏うことで、訓練参加者を確保で

きるようにしています。 
 

■ 災害対応における当事者意識の向上 
 

 
 
 

災害はいつ起こるかわからず、起きてからでないと誰が参集可能であるかわかりません。その
ため、誰かが対応すると災害対応における当事者意識を向上しておくことが重要となります。 

【抜き打ち訓練の効果】 

 同社では、BCP に対する各社員の意識付けと、発災時には各社員が判断して責任をもって

対応に当たらないといけないとう当事者

意識を向上するために訓練を実施してい

ます。 

 近年多く発⽣している⽔害等の災害対応

や国が主催の合同訓練に積極的に若⼿社

員を派遣し、災害対応を経験させること

で、意識の⾼揚につなげています。最近

では、若⼿社員⾃ら災害対応の派遣を申

し出ることもあり、⽇頃から実施してい

る訓練を活かして活動にあたっています。 
 

  

Ａ 
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▲若⼿社員の災害派遣対応 



 

 事例⑦   株式会社市川⼯務店 
 

▮所在地 
岐⾩県岐⾩市 

 
 

▮従業員数 約 360 ⼈ 

▮資本⾦ 約 20,000 万円 
 
 
 

▮訓練の種類 
総合実動訓練 等 

 ▮訓練実施場所 本社、⽀店、グループ会社、施⼯現場、協定路線 
▮訓練参加者 全社員、取引・協⼒会社、現場担当者 

 

▮訓練時間 
     ３〜４時間 

 
▮想定されるハザード 南海トラフ巨⼤地震等、⼤規模⾵⽔害、⼟砂災害 

 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

    
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 

 安否確認及び参集可否の確認訓練 
 災害対応要請に対する訓練 
 施⼯現場での災害対応訓練 
 協定路線のパトロール訓練 
 負傷者救済処置訓練 
 災害現場の撮影訓練 
 ⽕災発⽣を想定した消防訓練 

 
 
 

 安否確認システムの使⽤⽅法・設定確認 
 停電を想定した⾮常⽤電源による電⼒確保 
 Web（チャット等）での連絡確認 
 位置情報を付与した情報報告・集約 
 応急処置⽅法の確認及び実践 
 ドローンによる状況確認・撮影 
 模擬消⽕や煙体験 

 
【訓練計画の⽴案】 
 各種訓練を実施する 1 か⽉前を⽬安に防災訓練の事前会議（緊急防災会議のメンバーが参

加）を実施しています。そのなかで、昨年度の訓練の課題について改めて振り返り、災害

対策本部への連絡等をスムーズに実施できるように各種訓練内容の検討を重ねています。 

 情報や技術の発達に応じて使⽤するシステム、ツールを変更する等の⼯夫をしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

P 

訓練の詳細情報 

パトロール訓練では、数年前までは防災無線
により情報伝達を⾏っていましたが、情報や技
術の発展に応じて Web（チャット等）を使⽤
した情報伝達に変更するなど、システム、ツール
を適宜変更しています。 

⻑年、繰り返し多様な訓練を実施しています
が、毎回新たな課題が発⾒されるため、その都
度少しずつ訓練内容の改善を⾏っています。 

地震・津波 洪⽔ ⼟砂災害 



【訓練シナリオの作成】 
 全体シナリオでは災害対策本部における実施内容を整理しており、全体シナリオとは別に

⼩隊ごとでもシナリオを検討して作成しています。 

 ⼩隊ごとのシナリオでは、各⼩隊の取るべき⾏動を⾃分たちで考えてシナリオとして整理

しており、各⼩隊の⽬的や⾏動内容を明確にしています。 

【⼩隊別の確認事項イメージ】 

確認事項 
⼩隊名 

第１ 第２ 第３ 第４ 第５ ⽀店 関連
会社 

パトロール員・パトロール⾞の選定と報告 ● ●      
災害発⽣〜対応／シミュレーション準備 ● ●   ● ●  

「協⼒会社」への連絡〜確認 ● ●      
携帯電話等の緊急連絡先の確認 ● ● ● ● ● ●  
備品の在庫確認（リース会社等）   ●     
災害救急⽤具・備蓄⾷料の確認    ●    

安否確認システムの使⽤・設定確認    ●    
発注者及び連絡先の確認     ●   

⽀店の備蓄品確認      ●  
⽀店・関連会社の Web による対応      ● ● 

協⼒会社への待機要請   ●     
発注者への連絡書類準備     ●   

 
【⼩隊⻑への権限移譲】 
 ⼩規模災害については、各⼩隊⻑へ災害への各種対応の権限などを委譲しています。⼩隊

⻑へ権限を委譲することにより、災害対策本部へ連絡、返答等に要する時間を省略するこ

とができ、迅速な災害対応へとつなげることができます。 
 

■ PHEV ⾞を⽤いた⾮常⽤電源の確保訓練 
 

 
 
 

⼤規模災害時には停電が⽣じることが想定されます。近年では、社⽤⾞に PHEV ⾞を採
⽤しており、訓練の際に通常の⾮常⽤電源のほか、PHEV⾞からの給電によりパソコン等の
⽴上げができるか等を確認することで、確実に電源の確保ができるように⼯夫しています。 

 災害時に円滑に安否確認、⾏政機関等への連

絡等の情報伝達を⾏うためには、電源の確保

が必須となります。万が⼀停電になった場合

でも、複数の⼿段により確実に電源を確保で

きるようにしておくとよいでしょう。 

 ⾮常⽤電源は情報収集に使⽤するのはもちろ

んのこと、電⼦レンジなどの家電製品を利⽤

しての災害⾷の提供なども可能となります。 
 

Pick 
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▲PHEV ⾞から⾮常⽤電源を確保 



 Do 【訓練の実施】 
訓練実施計画に基づき、BCP 訓練を実施 

   
【シナリオイメージ】 
【災害想定】︓⼤⾬特別警報を想定した災害訓練（警戒レベル５）発令時 
【付与条件】︓平⽇（８時半）、就業時間内、停電 
 ８︓３０〜 訓練開始 
 ８︓３５〜 安否確認システムを使⽤しての安否確認 
 ８︓４５〜 本社で災害対策本部メンバーが参集し、災害対策本部を⽴ち上げ 
 ９︓００〜 安否確認システムにより社員の安否状況等を確認、負傷者の救済処置 
 ９︓２０〜  協定路線のパトロール開始 
 ９︓３０〜 災害協定業務の着⼿、通⾏可否情報の収集、掲⽰ 

〜中略〜 
 １１︓００〜 安否確認・災害対応・道路状況を集約 
 １１︓３０  訓練終了 

★（反省会１１︓３０〜１２︓００） 
 
                                              
 
 
 

 
 
 
 
 
 
   
 
 

  
 
 
 
 
                        

Ｄ 

災害対策本部では、発災時に実際に使⽤する
携帯電話や WEB 会議システムなどを使⽤し
て、情報伝達が円滑にできるかを確認します。 

災害協定業務に基づくパトロールの報告結果を
災害対策本部でスクリーンに投影して確認し、情
報共有、意思決定等の効率化を図っています。 

▲緊急防災隊本部席での災害対応の検討 ▲システムを使⽤した社員の安否確認状況の把握 

▲安否確認・災害対応・道路状況の掲⽰ ▲負傷者救済処置訓練 



 

■ 消防と連携した社屋での煙体験 
 

 
 
 

消防訓練を⾏うことにより、⽕災等が発⽣した場合に、⾃社の⾃衛消防隊が迅速かつ的確
に所定の⾏動ができるようにするとともに、社員の防災意識の向上を図っています。社屋内
で煙を発⽣させ、障害物があるなかでの避難訓練の実施により臨場感を出しています。 

 消防と連携を図った煙体験では、社屋
内の⼀室に煙を発⽣させ、障害物があ
るなかでの避難を社員に体験させること
により、社員の防災意識の向上を図って
います。 

 

 Check 【訓練の評価】 
実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 

   
【訓練結果の振り返り】 
 訓練の終了後すぐに緊急防災会議のメンバー、各⼩隊⻑及びパトロール実施者により、反

省会を開催しています。反省会では、訓練結果の報告だけではなく、スムーズに進⾏でき

なかったなどの問題点や改善点についての意⾒出しを⾏っています。 

 反省会で出た問題点や改善点については、次回の防災訓練の事前会議までに改善策を検討

し、BCP 本編や訓練計画に反映させることにより、実効性の向上に取り組んでいます。 
 

■ 位置情報を付与した写真の共有による正確かつ迅速な情報伝達 
 

 
 
 

協定路線のパトロール訓練では、パトロール時に撮影する写真に位置情報を付与し、異常
を発⾒した際には即時正確な位置情報等が共有できるように⼯夫しています。報告された
情報は事前に定めた簡易な様式により⼿書きで整理し、時系列により全体把握をします。 

 事前にスマートフォンや⾞載カメラなどで撮影した写真に位置情報を付与する設定をしておくことで正確か
つ迅速な情報共有ができます。 

 情報が錯綜しないように、簡易な様式を定めて時系列で状況を把握できるようにしておきましょう。 
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Ｃ 

位置情報を付与した写真や社⽤⾞の⾞載カメ
ラの情報共有により、情報伝達を正確かつ迅速
に⾏っています。 

パトロール実施者から共有された情報は、時系
列に整理を⾏い、全体の状況把握をしたうえ
で、次に取るべき⾏動を検討しています。 

▲煙体験の訓練計画イメージ ▲煙体験の様⼦ 

▲パトロール⾞によるチャットを利⽤した情報伝達訓練 ▲伝達された情報を掲⽰して、被害状況等の全体把握 



   
【訓練の評価】 
 訓練実施後の反省会では、前回訓練時の反省会で⾒つかった課題が改善されているかの評

価を⾏っています。さらに、今回の訓練で新たに試みた内容についても評価を⾏います。 
 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

   
【訓練後に実施（検討）した改善、⾒直しなど】 
 現場で作業をしている社員などは携帯電話を常備していないことも考えられるため、代理

者による安否確認システムへの代理回答ができるように⾒直した。 

 ⾃社では、安否確認や参集の可否の報告に関する対策を優先して検討している。より迅速

で正確な対応ができるよう、連絡の⽅法を考慮している。 

 従来では無線電話等を使⽤して情報伝達を⾏っていた。近年の技術の発達等を踏まえて、

普段から使いなじみのあるチャットや Web 会議システムを⽤いた情報伝達へと⾒直した。 

 Web 会議システムを⽤いた情報伝達では複数⼈が同時に話すことができず、誰から誰に話

す内容であるかが分かりにくい等の問題が⽣じた。そのため、Web 会議実施する際のルー

ルづくりが次の課題であり、今後適宜⾒直しを図る。 

 パトロール実施後の報告について、報告を受ける隊⻑（1 名）へ情報が集中しすぎて対応し

きれない状況が発⽣した。そのため、報告を受ける担当者を隊⻑（１名）と副隊⻑（３

名）による合計４名による体制へと⾒直しを⾏った。4 名の体制にして訓練を実施したとこ

ろ、その他の新たな課題も⾒えてきたため、適宜課題への対応⽅法を検討している。 
 

■ ドローンを活⽤した災害現場の撮影 
 

 
 
 

過年度の豪⾬災害時には、通常業務で使⽤しているドローンを活⽤して、⼟砂災害や河川
氾濫等の状況を確認しました。撮影した情報は、災害発⽣時における国交省等へ現場の情
報提供、⾃社の災害対策本部、パトロール実施者へと迅速に共有しています。 

【災害時にドローンを活⽤するメリット】 

 ⾼台からドローンを操縦することで、パトロール実施者の安全を確保できます。 

 ⽬線よりも⾼い位置から被害状況等の全体像を把握可能です。 

 ヘリコプターと違い、狭いスペースでも稼働でき、

⼩回りが利きます。 
 
【⼈材を育成する取り組み】 

 災害時には誰が参集できるかは⾒通しがつかない

ため、複数の⼈材に対してドローンの操縦技術を

⾝に着けるように積極的に育成を進めています。 
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▲ドローンの操縦訓練の様⼦ 



 

 

 事例⑧   株式会社光建 
 

▮所在地 
愛知県名古屋市 

 
 

▮従業員数 約 60 ⼈ 
▮資本⾦ 5,000 万円 

 
 
 

▮訓練の種類 
 総合実働訓練 等 

 
▮訓練実施場所 本社会議室・資材棟、社員寮、担当道路区間 
▮訓練参加者 全社員 

 

▮訓練時間 
４〜５時間 

 ▮想定されるハザード 南海トラフ巨⼤地震、⼤規模⽔害等 

 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

  
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 
 災害時対応確認訓練（机上・実働訓練） 
 安否確認訓練（SNS の活⽤） 
 避難・誘導訓練 
 救出訓練 
 シャッターの⼿動開閉訓練 
 放置⾞両の移動訓練 

 
 
 

 全社員が機動的に災害時対応を⾏うために 
机上・実働の両訓練で対応を習得 

 被災状況、参集可否の報告⽅法を習得 
 点検項⽬及び避難通路・避難場所の周知 
 外部電源を停⽌、⾮常⽤発電機の通電確認 
 備蓄資材の充⾜確認 
 地下管路等の酸素⽋乏・有毒ガス発⽣時に

おける避難⽤呼吸器の使⽤⼿順の確認 
 停電時の電動シャッターの⼿動開閉⼿順確認 
 ゴージャッキによる移動⼿順の確認 

【訓練計画の⽴案】 
 当該年度の⼯事現場の状況、⾃社の担当道路区間における関係機関との災害協定に基づく応援要請

を想定して、各種訓練を計画しています。 
 前回実施した訓練の課題や意⾒を踏まえて、次回訓練を実施する 1 ヶ⽉前から準備をしています。 
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訓練の詳細情報 

地震・津波 洪⽔ 

発災時に参集できる社員が当初想定
と異なることも考えられるため、毎回訓
練の参加者を変えて、社員全員が
様々な役割を経験できるように⼯夫し
ています。 

多くの社員が訓練に参加できるように、
他の⾏事と重なる⽇や年末に実施して
います。 



 

 
【訓練シナリオの作成】 
 訓練の実施にあたっては、⼤枠のスケジュール及びシナリオは準備しますが、細部はあえて準備せずに、災

害時（訓練時）の参集状況を踏まえて、災害対策本部⻑が役割を指名し、災害事象と報告等を臨
機応変に対応しています。 

 災害パトロール訓練などの実動訓練では、実働部隊である社員が全員参加できるように訓練毎で担当
者を変えて⼈選しています。 

  
【BCP・災害時対応⼿順の実践訓練シナリオ例】

 
 
 
※1 【職責振り分け表】 

職責 職務 担当者名 職責 職務 担当者名 
対策本部⻑ 災害対策体制の全権限  資機材責任者 資機材センターの社有重機・資機

材の配備、協⼒会社からの調達 
 

情報責任者 出動要請などの情報収集・発信  技術責任者 施⼯中現場の指揮・命令 
復旧⽅法などの技術的検討 

 

社内連絡員 災害パトロール報告などを受信し、 
対策本部に連絡 

 総務責任者 全社員の被災状況まとめ、 
宿舎・⾷料・資⾦などの調達 

 

動員責任者 直営・準直営・協⼒会社への指⽰  IT 環境責任者 IT 環境の正常復帰・維持  
 

いつ 何を⾏う 誰が 

参集状況を踏まえて、その都度災害対策
本部⻑が担当者を指名しています。 

参集できたメンバーのなか
から各担当者を決定※1 



 

 Do 【訓練の実施】 
訓練計画に基づき、BCP 訓練を実施 

  
【訓練の実施状況】 
【災害想定】︓東海沖を震源とする⼤きな地震発⽣ 
【付与条件】︓午前５時、建物・道路・ライフラインに被害が⽣じる 
  ５︓００ 地震発⽣ 

        安否確認、施⼯中現場の状況確認 
  ７︓３０ 対策本部⻑が参集した社員から各責任者を指名 
           職責別に各訓練を同時進⾏で開始する 

※現場責任者は現場へ向かう、 
災害対策本部は本社に参集した社員で編成する。 

〜１０︓３０ 訓練終了、参加者による振り返り、意⾒交換、議事録作成を実施 
 後⽇     事業継続計画の定期点検及び改善計画への反映 

 

■ 災害パトロール訓練における「くしの⻭防災システム」への被害状況の登録 
 

 
 
 

災害パトロール訓練では、中部地⽅整備局により定められている「くしの⻭ルート」のうち、災
害協定により⾃社に割り振られた区間に対してパトロールを⾏っています。訓練の中で、パト
ロールの実施状況を「くしの⻭防災システム」へ登録しています。 

【くしの⻭ルート、くしの⻭防災システムの概要】 

 「くしの⻭ルート」は、緊急輸送道路の中から、

南海トラフ巨⼤地震時に優先的に被災状況の情報

収集と道路啓開を⾏う必要のある路線です。 

 「くしの⻭防災システム」は、くしの⻭ルートに

おける道路被害状況の収集と共有・⼀元化の迅速

化を図るため、位置情報が付与されたカメラで撮

影した写真を現地から登録し、関係機関と共有で

きるシステムです。 

【くしの⻭防災システムを活⽤した訓練】 

 ⾃社では、災害パトロール訓練時にくしの⻭防災

システムへの被害状況の登録を⾏っています。 

 訓練を⾏った結果、パトロール実施者におけるく

しの⻭防災システムの利⽤⽅法の習得が不⼗分で

ある等の課題が浮き彫りとなりました。 

 課題の反省を踏まえて利⽤⽅法の学習や同訓練を

繰り返し実施したことにより、今では誰でもスム

ーズにシステムを活⽤できるようになりました。 
  

Ｄ 

Pick 
Up 

▲くしの⻭ルート図 

▲くしの⻭防災システムへの情報登録イメージ 



 

 Check 【訓練の評価】 

実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 
   
【訓練結果の振り返り】 
 訓練実施後の意⾒交換で出た課題に対して、対策の担当者を明確にしています。また、当⽇に判断で

きることは、その場で対応を決定しています。 
 各種対策の実施状況は次回訓練前に再度確認を⾏い、訓練計画へ反映しています。 
 ⾮常⽤発電機の稼働や電源復旧の操作などは、⼀部の担当者のみ実施できる状況であるため、複数の

社員が実施できるように繰り返し訓練を⾏う必要があることが分かりました。 
 安否確認訓練は⽬標時間内での返信率向上及び共有化を図るため、SNS 活⽤に取り組んでいます。 

                                        

■ 都市部に多い放置⾞両の移動訓練 
 

 
 
 

災害時には、特に都市部で多くの放置⾞両の発⽣が懸念されています。救急⾞等の緊急
通⾏⾞両が早急に通⾏できるようにするため、災害協定に基づいて対応要請があった場合
に迅速に対応できるように放置⾞両の移動訓練を実施しています。 

 ⾃社が都市部にあり災害発⽣時には公道を塞ぐ

放置⾞両の問題が多発することが想定されるた

め、放置⾞両の移動訓練を実施しました。 

 ⾞両の移動⽅法を動画により学ぶ機会を設け

て、ゴージャッキを⽤いて実際に⾞両を移動す

る⼿順を確認しました。 

 中区という都⼼に⽴地し、直営部隊をもつ機動

⼒を活かし、都会ならではの災害を意識した訓

練の実施を⼼がけています。 
 

Ｃ 

Pick 
Up 

安否確認の⽬標時間内の回答
状況を整理し、前回訓練からの
改善状況を把握しています。 

訓練実施後の意⾒交換で出た問題点・課題、
改善点、所感等を統⼀した様式でそれぞれ整
理し、次回の訓練計画前に⾒直しています。 

▲ゴージャッキを⽤いた放置⾞両の移動訓練 



 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

   
【訓練後に実施した改善、⾒直しなど】 
 毎回の訓練では、概ね当初予定通りに進⾏はできており、訓練での対応状況等を加味して

確認事項の順序を適宜⾒直している。 

 各種訓練は繰り返し定期的に実施することで不明な点（災害対策本部要員や現場責任者の

参集場所、必要な機器・設備（停電時の電源確保）等）や課題が浮き彫りになるため、そ

の都度対策を検討し改善を進めている。 

 資機材の点検を⾏った際に、管理者以外の社員が保管場所を把握できていなかったことか

ら、各種資機材の保管場所の明確化を図り、誰でも⼀⽬でわかる⼯夫を施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

■ 経営⽅針に災害対応の重要性を記載し、災害対応マニュアルを配布 
 

 
 
 

災害対応は建設会社における使命であるため、経営⽅針に災害対応の重要性を記載して
います。また、災害時の参集基準や就業時間内、夜間・休⽇でとるべき⾏動等を定めた災
害対応マニュアルを作成し、全社員に配布、説明を⾏っています。 

 全社員に配布している会社の経営⽅針の中に災害対応

時のマニュアルを掲載しています。経営⽅針の中に災

害対応の重要性を組み込むことにより、⽇常的に災害

対応に関する意識醸成を図っています。 

 災害対応マニュアルには、参集基準、社員の所属毎に

取るべき⾏動を記載しています。 
 

 

Ａ 

Pick 
Up 

訓練以前、資機材の場所は⼀部の⼈のみで
管理をしていたが、誰でも対応できるようにする
ために、資機材の配置図、保管内容を明⽰し
ました。 

BCP 災害対応 
マニュアル 

経営⽅針 

▲⾮常⾷等の保管場所の点検 ▲各種資機材の保管場所の点検 

・参集基準 
・社員の取るべき
⾏動 

▲資機材等の配置図イメージ 



 

 事例⑨   株式会社杉本組 
 

▮所在地 
三重県四⽇市市 

 
 

▮従業員数  約 40 ⼈ 
▮資本⾦   約 4,800 万円 

 
 
 

▮訓練の種類  シミュレーション訓練 
反復訓練 

 
▮訓練実施場所 本社、⽀店、代替対応拠点 
▮訓練参加者   全社員、災害対策本部担当 

 

▮訓練時間 
約１〜２時間 

 ▮想定されるハザード  南海トラフ巨⼤地震等、津波、⼤規模⽔害 

 

 Plan 【訓練の計画】 
BCP に基づき、訓練の⽬的を設定し有効な訓練計画を策定 

   
■ 実施している訓練概要  ■ 訓練の内容・⽬的等 
 災害時対応の確認訓練 
 安否確認訓練 
 避難誘導訓練 
 連絡窓⼝確保訓練 
 図上参集確認訓練 
 災害本部⽴上げ訓練（本社、代替対応

拠点） 

 
 
 

 災害時における BCP の説明 
 安否確認⼿段の確認 
 避難経路・避難場所、点呼⽅法の確認 
 取引先や協⼒業者との連絡⽅法の確認 
 最新のハザードマップ、参集場所（本社、代替

対応拠点）へのルート確認 
 災害対策本部⽴上げ確認、初期消⽕訓練 

 

■ 経営⽅針発表会における社員の防災意識の醸成 
 

 
 
 

建設会社においては、⼤規模災害が⽣じた場合に被災地域の迅速な応急対策、早期復旧
のための応急復旧に関する業務を実施することが社会的使命となっています。社会的使命
を果たすためにも、社員⼀丸となって防災意識の醸成に取り組んでいます。 

 BCP は経営層により検討を⾏い、策定されることが⼀般的です。しか
し、災害時に迅速に対応するためには経営層のみではなく、全社員⼀
丸となって災害対応に取り組むことが不可⽋となります。そのためにも、
BCP を策定した経営層から社員へ⾃社の掲げる災害時の対応⽅
針、⾏動等を事前に説明しておくことが重要となります。 

 同社では、経営⽅針発表会の際に、代表取締役社⻑より社員に向
けて BCP の意義・⽬的・重要性、BCP 発動時における基本⾏動等
を説明することにより、社員の防災意識の醸成に取り組んでいます。 

 社員へ BCP に関する説明を⾏った際には、実際の災害発⽣時に適
切に⾏動できるか不安な様⼦が伺えました。今後は繰り返し訓練を
実施することにより、社員の防災意識の更なる向上や災害時の対応
⼿順等への理解を深めていくことが重要と考えています。 

 

P 

訓練の詳細情報 

地震・津波 洪⽔ 

Pick 
Up 

▲代表取締役社⻑による BCP の説明 

▲全社運営会議での防災意識の醸成 



 
【訓練計画の⽴案】 
 同社では、訓練を計画する際に（⼀社）⽇本建設業連合会による「建設 BCP ガイドライ

ン」や中部地整による「建設 BCP 訓練マニュアル」および「訓練事例集」を参考として、

⾃社の状況等に応じて必要な訓練を取り⼊れています。 

 まずは、各種災害対応の⼿順を担当者が理解することが重要と考えているため、災害対応

ごとに訓練を細分化して、繰り返し訓練を実施しています。特に災害時には各社員と確実

に連絡が取れることが重要であるため、発災直後の初動に関する訓練として安否確認、避

難訓練、災害対策本部の⽴上げ等を重点的に実施しています。 

 前回訓練の課題をもとに、２か⽉に１度の頻度で開催している BCP 委員会の中で解決策を

検討して、次回の訓練計画に反映しています。 

  
 
 
 
 
 

災害時には各社員と連絡を取ることが重要となるため、災害発⽣直後
の初動に関する訓練を重点的に繰り返し実施しています。 



 

 Do 【訓練の実施】 

訓練実施計画に基づき、BCP 訓練を実施 
   
【訓練の状況】 
【災害時対応の確認訓練】 
 BCP の意義・⽬的・重要性の理解、BCP 発動時における基本⾏動を確認する。 
【安否確認訓練】 
 安否確認の担当者が、全社員に安否確認のメールを⼀⻫送信し、社員は⾃⾝と家族等の安否を確認

し、返信する。返信の無い社員に対しては、別の通信⼿段（電話、災害⽤伝⾔ダイヤル等）を利⽤して
安否を確認する。 

【避難誘導訓練】 
 災害時の避難経路・避難場所・点呼⽅法の確認、初期消⽕⽅法等を確認する。 
【連絡窓⼝確保訓練】 
 BCP 発動時の発災直後に連絡する重要取引先等との連絡⽅法の確認・習得する。 
【図上参集確認訓練】 
 BCP 発動時の状況に応じた参集場所および参集場所へのルートを確認する。 
【災害対策本部⽴上げ訓練】（本社／代替対応拠点） 
 災害対策本部⽴上げ⽅法の習得、レイアウト（⼈員・電源・PC・電話消⽕器・防災⽤品の配置場

所）について確認を⾏う。 
 

■ 最新のハザードマップの確認、参集場所までのルート確認訓練 
 

 
 
 

⾃社周辺で想定される被災状況を把握するため、最新のハザードマップを定期的に確認し
ています。最新のハザードマップをもとに、参集場所までの参集ルートの確認を⾏い、必要に
応じて別の参集ルートの検討を⾏っています。 

 県や市町村で公表しているハザード情報は定期的に⾒
直されているため、各社においてはハザード情報をもとに最
新の被害想定を把握し、必要に応じて BCP を⾒直すな
どの対策を検討する必要があります。 

 同社の本社および⽀社は沿岸部に位置しているため、津
波や⾼潮の際には参集できないことが想定されます。その
ため、津波や⾼潮の際には津波の被害を受けない代替
対応拠点を使⽤することを想定して、本社から代替対応
拠点までの参集ルートを確認しています。 

 ハザードマップを確認する際には、対応拠点や代替対応
拠点の建物⾃体が津波等の浸⽔想定区域にかかってい
ないかの確認に加えて、参集ルートもハザードにかからな
いかを確認して、安全に通れるルートを検討しています。 

 災害の程度によっては、代替対応拠点への参集ルートが
通⾏不可となることも想定されるため、各社員が災害状
況に応じて参集ルートを選択する必要があります。 

 

 

Pick 
Up 

Ｄ 

▲ハザードマップの確認、参集ルートの確認 

▲ハザードマップの例（四⽇市市） 

四⽇市市津波避難マップ 



 

 Check 【訓練の評価】 
実施した訓練の評価、課題の把握、結果の記録 

   
【訓練の評価・振り返りの意⾒】 
 安否確認訓練では、毎年繰り返し訓練を実施することで社員の防災意識の醸成が図られ、

訓練の回数を重ねるごとに⽬標時間内の回答率が向上するなど対応が早まっています。 

 ⽬標時間内に安否確認への回答がない社員に対しては、個⼈のメールアドレスや電話番号

等に連絡をしていますが、メールアドレスや電話番号の変更などの理由により連絡が届か

ない状況も⾒られたため、社内の連絡体制表を常に最新の状態にしておくことが必要であ

ると改めて感じました。 

 災害発⽣時には現場にいることや外出していることもあり、すぐに電源の確保ができない

ことも想定されるため、各社員が携帯電話やノートパソコン等の電池残量にも気を配って

おく必要があると感じました。 
 

■ 資機材の調達先等への連絡窓⼝確認訓練 
 

 
 
 

⾃社で⼗分な資機材を保有していない場合には、調達先へ迅速に連絡を⾏い、必要な資
機材を確保する必要があります。⽇常的に連絡を取る通常の調達先に加えて、代替調達
先にも確実に連絡できるかを確認しておくことが重要と考えて、訓練を実施しています。 

【連絡窓⼝の確認の重要性】 

 災害時には多くの建設会社から資機材等の調達先へ連絡を⾏い、連絡のあった会社へ順次

資機材等を調達していくことが想定されます。そのような中でも確実に資機材を確保し

て、迅速に災害対応を⾏うためには、調達先へ事前に連絡窓⼝を確認し、確実に連絡が取

れるように準備しておくことが重要となります。 
 
【連絡窓⼝の確認⽅法、⼯夫点】 

 同社では毎年の訓練時に⽇常的に取引をしている協⼒会社５〜１０社程度に対して電話や

メール等により連絡を⾏い、災害時の窓⼝担当者の確認等を⾏っています。 

 災害時には⾃社の社員のうち、誰が参集で

きるかわからないため、⾃社側の連絡担当

者を毎年変更して訓練を実施するなどの⼯

夫により実効性の向上を図っています。 

 調達先に対して毎年繰り返し連絡窓⼝を確

認することにより、取引先に対して当社が

BCP に真剣に取り組んでいることをアピー

ルする機会としても有効であると感じてい

ます。 
 

 

Ｃ 

Pick 
Up 

▲資機材調達先への連絡窓⼝の確認 



 

 Act 【ＢＣＰの改善】 
把握した課題に対する改善策の検討、BCP・次回訓練計画への反映 

  
【訓練後に実施した改善、⾒直し及び今後の改善計画】 
 安否確認訓練では、社員の回答への対応が早まっています。そのため、訓練開始当初予定

していた⽬標対応時間を少しずつ短縮するなど、次の初動対応に移れるようにしていま

す。ただし、現場で作業している社員は携帯電話を常に持ち合わせていないなど安否確認

に対してすぐに対応することが難しい場合もあるため、社員が無理なく対応できる時間を

⽬標に設定しています。 

 本社事務所が３階にあり、避難時には階段での事故が想定されるため、避難誘導訓練を継

続的に実施する必要があります。また、同じ建物内に他社も⼊居しているため、避難時を

想定して他社とも協⼒する等の取組みが必要です。 
 

■ 代替対応拠点での災害対策本部⽴上げ訓練 
 

 
 
 

災害種別によっては、当初想定していた対応拠点が活⽤できない可能性があります。そのた
め、災害種別に応じて活⽤する拠点が変更できるように複数の代替対応拠点を設定し、代
替対応拠点でも災害対策本部が迅速に⽴上げられるかを確認しておくことも重要です。 

【対応拠点、代替対応拠点の考え⽅】 

 対応拠点や代替対応拠点は、津波や⼟砂災害、洪⽔などの各種ハザードマップを確認し、

被災しない場所を選定することが望まれます。⼀⽅で、災害の種別、規模によっては、本

社や⽀社などのすべての拠点が被災することも想定されるため、その他の場所であらかじ

め代替対応拠点を検討しておくことが望まれます。 
 
【代替対応拠点における災害対策本部の⽴上げ】 

 同社では、本社（対応拠点）、⽀社（代替対応拠点）の両⽅が津波浸⽔想定区域内に位置

しているため、別の代替対応拠点として浸⽔想定区域外の社⻑宅を指定しています。ただ

し、社⻑宅にすべての社員が参集することは難しいため、社⻑宅を使⽤する基準、参集す

る⼈員について引き続き検討が必要です。 

 災害時にはまずは各社員と連絡が取れるこ

とが重要となるため、停電することを想定

して、ポータブル電源やソーラー発電機等

を代替対応拠点に常備しています。 

 代替対応拠点における災害対策本部⽴上げ

訓練では、災害対応に必要な物資の置き場

を把握するなど、素早く災害対策本部を⽴

上げられるように努めています。 
 

 

Ａ 

Pick 
Up 

▲代替対応拠点における災害対策本部⽴上げ訓練 


